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日本貸金業協会は、貸金業界の健全化が着実に進展し、多重債務問題も大幅に改善されてきて

いる状況を背景に、貸金業者が担う資金供給機能が適時かつ円滑に発揮されているか等の観点から、

現状の貸金業者の収益状況、事業別の貸付実態、事業継続上の課題・問題等の経営実態を継続し

て検証すべく、貸金業者に対するアンケート調査を実施致しました。 

 

■ 調査概要 

（1）調 査 方 法 郵送及び電子メールによる調査 

（2）調 査 対 象 

貸金業者 

※日本貸金業協会の協会員、及び非協会員（日本貸金業協会と金融 ADR 手続実

施基本契約を締結している貸金業者） 

（3）調 査 期 間 平成 29 年 11 月 30 日から平成 30 年 1 月 15 日 

（4）調査票発送数 

貸金業者 1,791 業者  

・協会員：1,124 業者 / 非協会員：667 業者 

※平成 29 年 10 月末時点（発送直後に「廃業・不更新」となったものを除く） 

(5)主な調査項目 

①貸金市場の実像と動態 

・貸付金種別残高 

・属性（職業、年収、年齢、性別 他）別の貸付件数 

・事業規模別貸付先の資金使途別残高 

・事業者向貸付（業種別、年商別、資本金別）件数 等 

②貸金業者の収益構造 

・直近 3 期の期末時点での収益、事業コスト  

・主な資金調達先や資金繰りの変化 等 

③貸金業者の課題と取組み 

・重要経営課題と最重要経営課題 

・円滑に資金供給するための効果的と思われる業務上の見直し 

・カウンセリングの実施状況 

・相談内容の傾向と変化 等 

④貸金業者の今後の見通し 

・今後の見通しと事業を継続する上での課題や問題点 等 

貸金業者の経営実態等に関する調査結果報告 

～ 改正貸金業法の施行から貸金業界を取り巻く環境が大きく変わっているなか、時代の変化に即した

事業構造に適応できていない貸金業者における将来性は厳しい状況が想定される。一方で、事業

継続上の構造変化を通じて新たな業態への取り組みや貸金業以外の事業との兼業を活用した 

ビジネスモデルの台頭が垣間見られ、新しい貸金業界のあり方が萌芽し始めている。 ～ 
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■ 調査回答事業者標本構成 
 

（1）有効回答数：貸金業者 938 業者 

（協会員：752 業者／非協会員：186 業者） 

 

（2）有効回答率（有効回答数/発送数）：52.4％（前年比 0.5 ポイント増） 

※協会員：66.9％（前年比 0.1 ポイント増） 

※非協会員：27.9%（前年比 0.3 ポイント減） 

 

属性 
有効回答 

業者数 

構成比 

（％） 

事業規模 

（法人／個人） 

法人貸金業者（資本金 5 億円以上） 127 13.5%

法人貸金業者（資本金 1 億円以上 5 億円未満） 138 14.7%

法人貸金業者（資本金 1 億円未満） 521 55.6%

個人貸金業者 152 16.2%

不明 -  - ％

合計 938 100.0 

業態区分 

消費者向無担保貸金業者 265 28.3%

消費者向有担保貸金業者 75 8.0%

事業者向貸金業者 313 33.4%

クレジットカード・信販会社 186 19.8%

リース・証券会社・他 68 7.2%

非営利特例対象法人等 17 1.8%

不明 14 1.5%

合計 938 100.0 

企業グループ 

系列 

日本の企業グループ・系列に属している 414 44.1%

海外の企業グループ・系列に属している 21 2.2%

何れの企業グループ・系列にも属していない 417 44.5%

不明 86 9.2%

合計 938 100.0 

 

■業態区分 

［消費者向無担保貸金業者］ ・消費者向無担保貸金業者  

［消費者向有担保貸金業者］ ・消費者向有担保貸金業者 ・消費者向住宅向貸金業者 等 

［事業者向貸金業者］ ・事業者向貸金業者 ・手形割引業者 ・建設・不動産業者 等 

［クレジットカード・信販会社］ ・クレジットカード会社 ・信販会社 ・流通・メーカー系会社 等 

［リース・証券会社・他］ ・リース会社 ・証券会社 ・投資事業有限責任組合 等 

［非営利特例対象法人等］ ・非営利特例対象法人 ・一般社団法人 ・一般財団法人 等 

 

■企業グループ・系列 

「企業グループ・系列」とは、20％以上の議決権を所有している会社、ないしは出資、人事、資金、技術、取引等の関係を通じて、財

務、営業、事業の方針の決定に重要な影響を与えることができる関係会社や、核となる有力企業のもとに形成された、グループ化され

た長期的取引関係のある企業等を指します。 
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属性 
有効回答 

業者数 

構成比 

（％） 

主な貸付 

主に消費者向貸付を取り扱いしている 512 54.6%

主に事業者向貸付を取り扱いしている 376 40.1%
 うち、関係会社向貸付のみ取り扱いしている (42) (4.5%)

不明 50 5.3%

合計 938 100.0 

貸付残高 

1,000 億円以上 28 3.0%

100 億円以上～1,000 億円未満 48 5.1%

10 億円以上～100 億円未満 153 16.3%

1 億円以上～10 億円未満 314 33.5%

1 億円未満 259 27.6%

貸付残高なし 89 9.5%

不明 47 5.0%

合計 938 100.0 

所在地域 

北海道・東北 86 9.2%

関東 374 39.8%

 うち、東京都内に所在している (302) (32.2%)

中部 105 11.2%

近畿 165 17.6%

中国・四国 92 9.8%

九州・沖縄 116 12.4%

不明 105 11.2%

合計 938 100.0 
 

［主に消費者向貸付を取り扱いしている］ ：総貸付残高のうち、消費者向貸付の占める割合が 5 割以上の貸金業者 

［主に事業者向貸付を取り扱いしている］ ：総貸付残高のうち、事業者向貸付の占める割合が 5 割以上の貸金業者 

［関係会社向貸付のみ取り扱いしている］ ：総貸付残高のうち、関係会社向貸付の占める割合が 10 割の貸金業者 

 

 

============================================================================================= 
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■ 調査結果の概要 

１. 貸金市場の状況（金融庁「貸金業関係資料集」より） 

 登録貸金業者数は、平成 18 年 3 月から平成 29 年 3 月までの期間に 14,236 業者から 1,865 業者と

86.9％減少している。（P11 図 1） 

 貸金業者の消費者向貸付残高は、平成 18 年 3 月の 20.9 兆円から平成 29 年 3 月には 6.2 兆円と

70.3％の減少、同じく事業者向貸付残高1は、20.4 兆円から 16.0 兆円へと 21.6％減少している。   

（P11 図 2） 

 

２. 貸金業者の実像と動態 

（１） 兼業の有無と貸金事業を営んでいる理由 

 貸金業者における貸金業以外の事業との兼業状況について調査したところ、「改正貸金業法が施

行された以降2に貸金業以外の事業を始めた」が 9.8％、「改正貸金業法が施行される以前から貸

金業以外の事業と兼業している」が 51.0％、「兼業していない」が 39.2％となった。（P13 図 4） 

 また、貸金業と兼業している業種では、「販売信用業」が 36.0％と最も高く、次いで「貸金業以外の金融・

保険代理業」が 35.4％、「不動産業」が 34.1％となっている。（P13 図 4） 

＜貸金業以外の事業と兼業している理由（貸金業を営んでいる理由）＞ 

 改正貸金業法が施行された以降に貸金業と貸金業以外の事業との兼業を始めた理由については、

「貸金業と相乗効果があると考えたから」が 45.5％と最も高く、次いで「貸金業だけでは経営が

苦しくなったから」が 25.9％、「貸金業以外の事業に魅力を感じたから」が 24.5％となった。   

（P17 図 5） 

 また、最も大きな理由では、37.0％が「貸金業との相乗効果があると考えたから」と回答してい

る。（P17 図 5） 

 改正貸金業法が施行される以前から貸金業以外の事業と兼業している貸金業者では「事業間の相

乗効果があるから」が 44.7％と最も高く、次いで「主たる事業を補完するために、貸金業が必要

だったから」が 28.0％と続いている。（P20 図 6） 

 貸金業と兼業している事業との収益割合をみると、「貸金業」が占める収益の割合は、全体で 24.9％と

なった。（P21 図 7） 

 今後貸金業以外の事業を新たに行う予定の有無については、9.3％が新たに行う予定があると回答して

おり、事業規模が大きくなるほど、その割合が高くなっている。（P22 図 8） 

（２） 貸付の実態 

 消費者向無担保貸付を実施したことがある貸金業者のうち 8.1％が平成 29 年 3 月時点で消費者向無担

保貸付を止めたと回答しており、専業主婦（主夫）向貸付を実施していたことがある貸金業者では 67.4％

が、同様に貸付を止めたと回答している。（P24 図 10） 

 事業者向無担保貸付を実施したことがある貸金業者のうち 14.3％が平成 29 年 3 月時点で事業者向無

担保貸付を止めたと回答しており、事業者向有担保貸付を実施していたことがある貸金業者では 17.8％

が同様に貸付を止めたと回答している。（P25 図 11） 

                                                  
1 事業者向貸付残高には、グループ会社間での貸付残高も含むことに留意が必要 
2 平成 22 年 6 月の貸金業法完全施行時点を指す 
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 現在は行っていないが、今後行いたい貸付があると回答した 47 社（者）における今後行いたい貸

付の内訳をみると、「事業者向有担保貸付」が 46.8％と最も高く、次いで「専業主婦向貸付」、

「消費者向有担保貸付」、「事業者向無担保貸付」がそれぞれ 21.3％となっている。（P26 図 12） 

 貸金業者の業態別に現在行っている貸付と今後行いたい貸付をみると、それぞれの業態の特色に応じ

た貸付を行っている姿がうかがえる。（P27 図 13） 

 

（３） 主な貸付先の状況 

＜消費者向貸付＞ 

 消費者向貸付（貸付先）における所得階層別の構成比について調査したところ、「300 万円未満」の低所

得者層の占める割合が 34.5％、「300 万円以上から 500 万円未満」の中所得者層が 35.0％、「500 万円

以上」の高所得者層が 27.5％となった。（P30 図 14） 

 消費者向貸付（貸付先）における職業別の構成比をみると、「給与所得者（正社員）」が 54.5％と最も高

く、次いで「契約社員、派遣社員、嘱託社員、パート・アルバイト」が 18.8％、「自営業」が 8.6％となってい

る。（P32 図 15） 

 消費者向貸付（貸付先）における年齢・男女別の構成比をみると、「40 歳以上から 49 歳以下」の占める

割合が、男性が 18.2％、女性が 8.9％と最も高く、業態別では、消費者向無担保貸金業者の場合、「49

歳以下」の占める割合は、男性が 49.7％、女性が 19.9％、クレジットカード・信販会社の場合では、それ

ぞれ男性が 32.5％、女性が 13.6％となっている。（P34 図 16） 

 また、29 歳以下の割合を貸金業者の業態別にみると、消費者向無担保貸金業者は男性 14.5％、女性

5.5％となり、クレジットカード・信販会社では、男性 3.5％、女性 1.1％となった。（P34 図 16） 

＜事業者向貸付＞ 

 事業者向貸付（貸付先）における業種別の構成比をみると、「サービス業」の占める割合が 22.2％と最も

高く、次いで「卸・小売業」が 17.5％、「飲食店・宿泊業」が 13.5％となった。（P35 図 17） 

 また、貸金業者の事業規模別にみると、法人貸金業者（資本金 5 億円以上）においては「サービ

ス業」が最も高く 23.5％、法人貸金業者(資本金 1 億円から 5 億円未満)では「卸・小売業」が

22.0％、法人貸金業者(資本金 1 億円未満）では「土木・建築業」が 21.1％とそれぞれ最も高く

なった。一方、個人貸金業者では、「飲食店・宿泊業（27.5％）」、「その他（39.9％）」が高く

なっている。（P35 図 17） 

 事業者向貸付（貸付先）における年商別の構成比をみると、「1,000 万円以下」の占める割合が 42.2％と

最も高く、次いで「3,000 万円以下」が 24.6％、「5,000 万円以下」が 9.6％となった。（P36 図 18） 

 また、貸金業者の事業規模別にみると、個人貸金業者では 96.5％が「1,000 万円以下」と回答し

ている。（P36 図 18） 

 事業者向貸付における事業規模別の資金使途別貸付残高の構成比については、資金使途が「事業の

一時的な運転資金（つなぎ資金）」、「事業の経常的な運転資金」、「設備投資資金」、「その他」でそれぞ

れ、「個人事業主」が 31.3％、8.9％、35.3％、24.4％、「小規模企業」が 23.2％、13.6％、52.1％、

11.1％、「中規模企業以上」が 1.2％、74.1％、18.0％、6.7％となっている。（P38 図 20） 
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（４） 現在実施しているマーケティング（広告媒体） 

 現在実施しているマーケティング（広告媒体）について調査したところ、「インターネット・ス

マートフォン広告（自社のホームページによる広告を含む）」が 66.7％と最も高く、次いで「紹

介」が 41.7％、「ＤＭ・折込・電話帳広告」が 36.9％となった。（P39 図 21） 

 また、貸金業者の事業規模別にみると、法人貸金業者（資本金 5 億円以上、資本金 1 億円から 5

億円未満、資本金 1 億円未満）では、「インターネット・スマートフォン広告（自社のホーム

ページによる広告を含む）」がそれぞれ 85.5％、80.5％、68.4％と最も高く、個人貸金業者で

は、「ＤＭ・折込・電話帳広告」が 42.5％と最も高くなっている。（P39 図 21） 

 

（５） 現在実施している施策・サービスと今後注力したいと考えている施策・サービス 

 申込み受付で現在実施している施策やサービスについて調査したところ、「店頭での申込み受付」が

83.2％と最も高く、次いで「電話での申込み受付」が 40.5％、「郵送での申込み受付」が 38.6％となった。

（P41 図 22） 

 また、申込み受付で今後注力したい施策やサービスの有無については、10.7％が今後注力したい

施策やサービスがあると回答しており、その内訳をみると、「インターネット（携帯・スマート

フォン）での申込み受付」が 72.2％と最も高く、次いで「インターネット（パソコン）での申込

み受付」が 65.6％、「郵送での申込み受付」が 11.1％となっている。（P44 図 23） 

 顧客との連絡方法・手段として現在実施している施策やサービスについて調査したところ、「店頭窓口」が

81.4％と最も高く、次いで「電話(オペレータによる応答)」が 75.6％、「電子メール」が 40.3％となった。

（P51 図 26） 

 また、顧客との連絡方法・手段として今後注力したい施策やサービスの有無については、8.3％が今後注

力したい施策やサービスがあると回答しており、その内訳をみると、「ＳＮＳ（ＬＩＮＥ等）」が 47.1％と最も高

く、次いで「インターネット（会員専用ホームページ等）」が 40.0％、「電子メール」が 28.6％となっている。 

（P53 図 27） 

 その他の現在実施している施策やサービスについて調査したところ、「事業者向け貸付等の媒

体」が 44.6％と最も高く、次いで「消費者向け貸付の媒体（住宅ローンの媒介を含む）」が

43.8％、「他の事業者との提携やアライアンスの推進」が 23.1％となった。（P55 図 28） 

 

３. 貸金業者の収益構造 

（１）事業コスト構造 

＜消費者向無担保貸金業者＞ 

 消費者向無担保貸金業者の経営状況を確認したところ、直近 3 期の期末時点における営業貸付金

利息が常に営業費用を下回っており、依然として収益的に厳しい状況が続いている。（P58 図 30） 

 消費者向無担保貸金業者における営業貸付残高に対する営業貸付金利息の比率をみると、平成

26 年度 14.9％から平成 28 年度 14.6％と 0.3 ポイント低下となった。（P58 図 30） 

 また、その他販売管理費の占める割合では、消費者向無担保貸金業者は平成 26 年度 8.1％から

平成 28 年度 8.1％と横ばいで推移しており、他の事業と兼業していない消費者向無担保貸金業

者では平成 26 年度 9.9％から平成 28 年度 9.1％と 0.8 ポイント低下となっている。（P58 図 30） 
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＜事業者向貸金業者＞ 

 事業者向貸金業者（法人資本金 1 億円未満・個人貸金業者）における営業貸付残高に対する営業

貸付金利息の比率をみると、平成 26 年度 13.8％から平成 28 年度 13.3％と 0.5 ポイント低下し

ている。（P59 図 31） 

 また、その他販売管理費の占める割合では、平成 26 年度 7.8％から平成 28 年度 6.8％と 1.0 ポ

イント低下となっている。（P59 図 31） 

 

（２） 資金繰りの状況 

 貸金業者における主な資金調達先について調査したところ、「自己資本（内部資金・剰余金等含

む）」が 38.4％と最も高く、次いで「グループ系列会社（グループ内金融機関は含む）」が

17.1％、「地方銀行」が 15.5％となった。（P60 図 32） 

 また、貸金業者の事業規模別に主な資金調達先をみると、法人貸金業者（資本金 5 億円以上）

で、「都市銀行等」が 22.5％、法人貸金業者（資本金 1 億円から 5 億円未満）で、「グループ系

列会社（グループ内金融機関は含む」が 28.1％、法人貸金業者（資本金 1 億円未満）、個人貸金

業者で、「自己資金（内部資金・剰余金等含む）」が最も高く、それぞれ 34.3％、92.5％となって

いる。（P60 図 32） 

 

（３） 利息返還の状況 

 平成 28 年度の利息返還金と元本毀損額の合計は、2,926 億円となっており、直近 3 カ年の推移

をみると、ほぼ横ばいで推移しており、依然として収束が見えない状況が続いている。    

（P64 図 35） 

 また、最高裁判所判決後 11 カ年の利息返還金と元本毀損額の合計は約 6.6 兆円となり、平成 28

年度の期末利息返還引当金残高約 0.6 兆円を加えると、利息返還請求関連費用は約 7.2 兆円と

なっている。（P64 図 35） 

 利息返還請求時の債務者区分をみると、「完済・残高なしの先」が 58.1％と最も高く、次いで

「正常返済先」が 22.8％、「延滞先」が 19.1％となった。（P65 図 36） 

 利息返還請求の平成 29 年度の見通しについては、「利息返還金額」、「利息返還請求に伴う元本毀

損額」、「期末利息返還引当金残高」で「減少する」と回答した割合は、全体でそれぞれ 35.2％、

29.1％、32.3％となった。（P66 図 37） 

 利息返還請求による影響の変化では、前年度と比べ「改善した」、「やや改善した」と回答した割

合が全体でそれぞれ、6.9％、20.4％となっている。（P66 図 37） 

 

４. 貸金業者の課題と取組み 

（１） 経営における重要課題 

 重要経営課題としての取組みについて調査したところ、「コンプライアンスの徹底」が 75.5％と

最も高く、次いで「改正貸金業法等関連法への的確な対応及び自主規制基本規則の遵守」が

71.1％、「個人顧客情報の安全管理措置等」が 47.1％となった。（P68 図 38） 
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 また、重要経営課題のうち最も重要な課題として取組みしているものについては、「改正貸金業

法等関連法への的確な対応及び自主規制基本規則の遵守」が 30.3％と最も高く、次いで「コンプ

ライアンスの徹底」が 25.3％、「営業力や収益力の強化」が 19.7％と続いている。（P68 図 38） 

 さらに、貸金業者の事業規模別にみると、法人貸金業者（資本金 5 億円以上、資本金 1 億円から

5 億円未満、資本金 1 億円未満）では、重要経営課題として「コンプライアンスの徹底」がそれ

ぞれ、84.2％、86.6％、76.5％と最も高くなった。一方、個人貸金業者では、重要経営課題とし

て「改正貸金業法等関連法への的確な対応及び自主規制基本規則の遵守」が 68.5％と最も高く

なっている。（P69 図 39） 

 

（２） 円滑な資金供給を行うために必要な見直し 

 円滑に資金供給するための効果的と思われる業務上の見直しについて調査したところ、消費者向

貸付を取り扱っている貸金業者では、「途上与信審査における信用情報照会基準の見直し」が

79.7％と最も高く、次いで「保証契約締結に係る事前概要記載書面の削減」が 78.0％となった。

（P71 図 40） 

 また、事業者向貸付を取り扱っている貸金業者では、「保証契約締結時に係る保証契約内容書面

と貸付契約内容書面の交付基準の簡素化」が 84.7％と最も高く、次いで「貸付契約に係る事前書

面と契約書面の記載事項の見直し及び交付基準の簡素化」が 84.6％となっている。（P71 図 40） 

 

（３） 相談内容の傾向と変化 

 直近 1 年間の利用者からの相談の有無について確認したところ、「借入れについて」、「返済につ

いて」では、相談があると回答した割合が、それぞれ 80.3％、78.3％と高い結果となっている。

（P72 図 41） 

 

（４） カウンセリングの実施状況 

＜消費者向貸付を行っている貸金業者＞ 

 「既存顧客から返済に関する問合せや、相談を受けた場合」については、94.2％が「借入金返済

の負担軽減に繋がる返済条件の変更に関する提案」を実施している。（P73 図 42） 

 また、「延滞中や、支払不能となった既存顧客から債務整理等の相談を受けた場合」について

は、92.7％が「借入金返済済の負担軽減に繋がる返済条件の変更に関する提案」を実施してい

る。（P73 図 42） 

 

＜事業者向貸付を行っている貸金業者＞ 

 「既存顧客から返済に関する問合せや、相談を受けた場合」については、85.7％が「借入金返済

の負担軽減に繋がる返済条件の変更に関する提案」を実施している。（P74 図 43） 

 また、「延滞中や、支払不能となった既存顧客から債務整理等の相談を受けた場合」について

は、83.9％が「借入金返済済の負担軽減に繋がる返済条件の変更に関する提案」を実施してい

る。（P74 図 43） 
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5. 貸金業者の今後の見通し 

（１） 貸金業者における事業環境の変化 

 貸金業者における事業環境の変化について調査したところ、前年度からの事業環境の変化では、

「変わらない」が 65.5％と最も高く、次いで「悪化した」が 20.2％、「改善した」が 8.4％と

なっており、事業環境の今後の見通しでは、「変わらないと思う」が 57.0％となった。     

（P75 図 44） 

 また、貸金業者の事業規模別に「改善した」と回答した割合をみると、法人貸金業者（資本金 5

億円以上、資本金 1 億円から 5 億円未満、資本金 1 億円未満）では、それぞれ 8.7％、8.1％、

10.3％となった。一方、個人貸金業者では、1.7％となっている。（P75 図 44） 

 さらに、貸金業者の所在地域別に「悪化した」と回答した割合をみると、北海道・東北が 33.8％

と最も高く、次いで近畿が 29.2％となった。一方、東京都は 10.0％と最も低い。（P75 図 44） 

 

（２） 貸金業の今後の見通しと事業継続上の課題や問題点 

＜貸金業の今後の見通し＞ 

 貸金業者における今後の貸金業の見通しをみると、「現状維持」と回答した割合が 64.1％と最も

高く、次いで「事業縮小」が 17.3％、「事業拡大」が 12.6％となった。（P78 図 45） 

 また、「事業拡大」と回答した割合を貸金業者の事業規模別にみると、法人貸金業者（資本金 5

億円以上、資本金 1 億円から 5 億円未満、資本金 1 億円未満）、個人貸金業者でそれぞれ

26.1％、14.2％、10.9％、5.8％と、事業規模が大きいほどその割合が高い傾向となった。一

方、「事業縮小」と回答した割合では、それぞれ 8.7％、12.6％、20.3％、18.2％となっている。

（P78 図 45） 

 さらに、「事業拡大」と回答した割合を貸金業者の所在地域別にみると、東京都が 23.9％と最も高くなっ

た。一方、「事業縮小」と回答した割合では、東京都以外の地域で高い結果となっている。（P78 図 45） 

 

＜今後の事業方針・考えている事業のあり方＞ 

 貸金業の今後の見通しで、「現状維持」、「事業拡大」と回答した貸金業者の今後の事業方針や、

考えている事業のあり方などについてみると、「事業コスト構造の改善や、経営資源の効率的な

活用」が 67.5％と最も高く、次いで「クレジット等の周辺事業を強化することで、貸金業の底上

げを図る」が 18.9％、「広告戦略の強化による集客率の向上」が 18.4％と続いている。    

（P82 図 46） 

 また、貸金業者の事業規模別にみると、法人貸金業者（資本金 5 億円以上、資本金 1 億円から 5 億円

未満、資本金 1 億円未満）では、「事業コスト構造の改善や、経営資源の効率的な活用」がそれぞれ

78.3％、62.2％、63.5％と最も高くなっている一方で、「他業種との業務提携によるサービスの拡充」や「事

業環境の変化に対応した人材育成」と言った回答も一定割合を占めている。（P82 図 46） 

 さらに、個人貸金業者では、「事業コスト構造の改善や、経営資源の効率的な活用」が 75.9％と最も高く、

次いで「貸付商品（消費者向、事業者向、無担保、有担保等）の追加」が 26.5％、「広告戦略の強化によ

る集客力の向上」が 19.3％となった。（P82 図 46） 
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＜事業継続上の課題・問題点＞ 

 貸金業の今後の見通しで、「事業縮小」、「事業売却」、「転業」、「廃業」と回答した貸金業者の事業を継

続する上での課題をみると、「収益性、利幅の減少」が 47.1％と最も高く、次いで「法規制による管理業務

負担が多い」が 36.4％、「事業の見直し（貸金業以外の事業に注力等）」が 35.3％となった。      

（P86 図 47） 

 また、貸金業者の事業規模別にみると、法人貸金業者（資本金 5 億円以上）では「事業の見直し

（貸金業以外の事業に注力等）」が 45.5％、資本金 1 億円から 5 億円未満では「法規制による管

理業務負担が多い」が 42.9％、資本金 1 億円未満では、「収益性、利幅の減少」が 47.4％と最も

高く、個人貸金業者でも、「収益性、利幅の減少」が 61.5％と最も高くなっている。（P86 図 47） 

 さらに、貸金業者の業態別にみると、消費者向無担保貸金業者、消費者向有担保貸金業者、クレ

ジットカード・信販会社では「収益性、利幅の減少」が 62.3％、50.0％、40.6％とそれぞれ最も

高く、事業者向貸金業者、リース・証券会社・他では「事業の見直し（貸金業以外の事業に注力

等）」が 44.9％、69.2％とそれぞれ最も高くなった。（P86 図 47） 
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■ 調査結果 

１. 貸金市場の状況 

（１） 登録貸金業者数の推移（金融庁「貸金業関係資料集」より） 

 登録貸金業者数は、平成 18 年 3 月から平成 29 年 3 月までの期間に 14,236 業者から 1,865 業者と

86.9％減少している。 

＜図 1: 登録貸金業者数の推移＞ 

 

（２） 貸金業者における貸付残高の推移（金融庁「貸金業関係資料集」より） 

 貸金業者の消費者向貸付残高は、平成 18 年 3 月の 20.9 兆円から平成 29 年 3 月には 6.2 兆円と

70.3％の減少、同じく事業者向貸付残高は、20.4 兆円から 16.0 兆円へと 21.6％減少している。 

＜図 2: 消費者向貸付残高・事業者向貸付残高の推移＞ 

 

 ※１千億円未満切り捨て 

※事業者向貸付残高は、全ての貸金業者の事業者（資金需要者）への貸付となり、グループ会社間での 

貸付残高も含む 
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 また、事業者向貸金業者における貸付金利 2％以下の業者数は、平成 19 年 3 月の 248 業者から平成

29 年 3 月の 150 業者と 39.5％の減少、同様に貸付金利 2％超 16％以下の業者数は、811 業者から

391 業者へと 51.8％減少、貸付金利 16％超の業者数は、757 業者から 33 業者へと 95.6％減少してい

る。 

 さらに、事業者向貸金業者における貸付金利 2％以下の貸付残高は、平成 19 年 3 月の 10.2 兆円から

平成 28 年 3 月には 6.1 兆円と 40.1％の減少、同様に貸付金利 2％超 16％以下の貸付残高は、5.9 兆

円から 1.0 兆円へと 83.0％減少、貸付金利 16％超の貸付残高は、0.9 兆円から約 100 億円以下まで減

少している。 

＜図 3:  貸付金利別の事業者向貸金業者の業者数と貸付残高推移＞ 

【事業者向貸金業者の業者数＿貸付金利別】 

 
【事業者向貸金業者の貸付残高＿貸付金利別】 

 

※金融庁が定義する貸金業者の業態分類で「事業者向貸金業者」に区分された貸金業者数と貸付残高を集計したもの。 
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２. 貸金業者の実像と動態 

（１） 兼業の有無と貸金事業を営んでいる理由 

 貸金業者における貸金業以外の事業との兼業状況について調査したところ、「改正貸金業法が施行され

た以降に貸金業以外の事業を始めた」が 9.8％、「改正貸金業法が施行される以前から貸金業以外の事

業と兼業している」が 51.0％、「兼業していない」が 39.2％となった。 

 また、貸金業と兼業している業種では、「販売信用業」が 36.0％と最も高く、次いで「貸金業以外の金融・

保険代理業」が 35.4％、「不動産業」が 34.1％となっている。 

＜図 4: 兼業の有無・兼業している貸金業以外の業種＞ 

 

【兼業の有無 n=808】 

 

 
【兼業の有無＿貸付残高規模別】 

 
※残高が不明なものを除く。 
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88.9%

65.9%

54.5%

57.9%

30.7%

56.8%

7.4%

15.9%

33.6%

36.0%

59.2%

27.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1,000億円以上(n=27)

100億円以上～1,000億円未満(n=44)

10億円以上～100億円未満(n=143)

1億円以上～10億円未満(n=292)

1億円未満(n=228)

残高なし(n=74)

改正貸金業法が施行された以降に貸金業以外の事業を始めた

改正貸金業法が施行される以前から貸金業以外の事業と兼業している

貸金業以外の事業は行っていない（兼業していない）
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【兼業している貸金業以外の業種（複数回答） n=584】 

 
 

【兼業している貸金業以外の業種（複数回答）＿兼業の開始時期別】 
 

 
 

 
 

※「貸金業以外の金融・保険代理業」とは、証券会社などの金融商品取引業者や保険代理業等を指す。 

 

36.0%

35.4%

34.1%

21.9%

15.4%

8.7%

5.8%

4.6%

3.3%

2.6%

2.4%

2.1%

0.7%

0.7%

0.5%

0.5%

9.9%
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貸金業以外の金融・保険代理業

不動産業

信用保証業

リース業

古物商・質屋

卸売・小売業

生活関連サービス・娯楽業

事務代行業

建設業

電気通信事業

飲食店、宿泊業

製造業

医療、福祉

運輸業

複合サービス業

その他

23.2%

41.5%

38.0%

14.8%

7.7%

8.5%

6.3%

7.0%

3.5%

2.8%

2.1%

2.8%

0.7%

1.4%

0.7%

0.7%

10.6%

41.4%

35.3%

33.7%

26.2%

17.0%

9.0%

6.1%

4.1%

3.4%

2.3%

2.7%

2.0%

0.9%

0.7%

0.5%

0.5%

9.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

販売信用業

貸金業以外の金融・保険代理業

不動産業

信用保証業

リース業

古物商・質屋

卸売・小売業

生活関連サービス・娯楽業

事務代行業

建設業

電気通信事業

飲食店、宿泊業

製造業
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複合サービス業

その他

改正貸金業法が施行された以降に貸金業以外の事業を始めた（n＝143）

改正貸金業法が施行される以前から貸金業以外の事業と兼業している（n＝443）
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【兼業している貸金業以外の業種（複数回答）＿事業規模別】 

 

 

 

 
 

※「貸金業以外の金融・保険代理業」とは、証券会社などの金融商品取引業者や保険代理業等を指す。 
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0.0%
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0.0%
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0.0%
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0.9%

1.6%
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0.6%
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0.3%
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0.0%

3.4%

48.3%

0.0%

3.4%

6.9%
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13.8%

0.0%

10.3%

0.0%

6.9%

0.0%

0.0%

3.4%

3.4%
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販売信用業

貸金業以外の金融・保険代理業

不動産業

信用保証業
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その他

資本金5億円以上（n＝116） 資本金1億円以上5億円未満（n＝121）

資本金1億円未満（n＝318） 個人貸金業者（n＝29）
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【兼業している貸金業以外の業種（複数回答）＿業態別】 

 

 

 

 
 

※「貸金業以外の金融・保険代理業」とは、証券会社などの金融商品取引業者や保険代理業等を指す。 
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8.6%

14.8%
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0.0%
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0.0%
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2.3%
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0.0%

7.0%
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4.0%
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0.5%
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17.8%
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33.5%
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55.7%

8.5%
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2.8%

4.0%
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0.6%

3.4%

0.6%

0.0%

0.6%

0.6%

0.0%

2.8%

23.4%

51.6%

23.4%

6.3%

79.7%

31.3%

6.3%

4.7%

0.0%

3.1%

3.1%

0.0%

1.6%

0.0%

0.0%

0.0%

6.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

販売信用業

貸金業以外の金融・保険代理業

不動産業

信用保証業

リース業

古物商・質屋

卸売・小売業

生活関連サービス・娯楽業
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消費者向無担保貸金業者（n＝81） 消費者向有担保貸金業者（n＝43）

事業者向貸金業者（n＝202） クレジットカード・信販会社（n＝176）

リース・証券会社・他（n＝64）
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 改正貸金業法が施行された以降に貸金業と貸金業以外の事業との兼業を始めた理由については、「貸

金業と相乗効果があると考えたから」が 45.5％と最も高く、次いで「貸金業だけでは経営が苦しくなったか

ら」が 25.9％、「貸金業以外の事業に魅力を感じたから」が 24.5％となった。 

 また、最も大きな理由では、37.0％が「貸金業との相乗効果があると考えたから」と回答している。 

 

＜図 5: 改正貸金業法が施行された以降に貸金業と貸金業以外の事業との兼業を始めた理由（複数回答）＞ 

 

【改正貸金業法が施行された以降に貸金業と貸金業以外の事業との兼業を始めた理由 n=143】 

 

 

※回答数（ｎ数）には、改正貸金業法が施行される以前から貸金業以外の事業と兼業している貸金業者でさらに 

他の事業を改正貸金業法が施行された以降に始めた場合も含む。 

 

【改正貸金業法が施行された以降に貸金業と貸金業以外の事業との兼業を始めた最も大きな理由 n=107】 

 

 

 

※回答数（ｎ数）には、改正貸金業法が施行される以前から貸金業以外の事業と兼業している貸金業者でさらに 

他の事業を改正貸金業法が施行された以降に始めた場合も含む。 

 

 

 

 

45.5%

25.9%

24.5%

13.3%

20.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

貸金業と相乗効果があると考えたから

貸金業だけでは経営が厳しくなったから

貸金業以外の事業に魅力を感じたから

グループ内の事業再編など

やむを得ない事情があったから

その他 全体（n=143）

37.0%

21.0%

10.9%

8.7%

22.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

貸金業と相乗効果があると考えたから

貸金業だけでは経営が厳しくなったから

貸金業以外の事業に魅力を感じたから

グループ内の事業再編など

やむを得ない事情があったから

その他 全体（n=107）
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 改正貸金業法が施行された以降に貸金業と貸金業以外の事業との兼業を始めた最も大きな理由で「貸

金業との相乗効果があると考えたから」と回答した貸金業者の兼業している業種をみると、「貸金業以外

の金融・保険代理業」が 50.0％と最も高く、次いで「不動産業」が 33.3％となった。 

 また、改正貸金業法が施行された以降に貸金業との兼業を始めたと回答した貸金業者の登録更新回

数をみると、約 4 割は改正貸金業法が施行された以降に貸金業を始めている。 

 

【「貸金業と相乗効果があると考えたから」と回答した貸金業者の兼業している業種 n=48】 

 

 

【「改正貸金業法が施行された以降に貸金業との兼業を始めた」と回答した貸金業者の登録更新回数 n=142】 

 

 
※登録更新回数が不明なものを除く。 

※回答数（ｎ数）には、改正貸金業法が施行される以前から貸金業以外の事業と兼業している貸金業者でさらに 

他の事業を改正貸金業法が施行された以降に始めた場合も含む。 

 

22.9%
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20.8%

2.1%
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4.2%

4.2%

2.1%

14.6%
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 貸金業者の事業規模別に改正貸金業法が施行された以降に貸金業と貸金業以外の事業との兼業を始

めた理由をみると、法人貸金業者（資本金 5 億円以上、資本金 1 億円から 5 億円未満、資本金 1 億円

未満）では、「貸金業と相乗効果があると考えたから」がそれぞれ 55.0％、55.6％、44.2％と最も高くなって

いる一方で、個人貸金業者では、70.0％が「貸金業だけでは経営が厳しくなったから」と回答している。 

 

 

【改正貸金業法が施行された以降に貸金業と貸金業以外の事業との兼業を始めた理由＿事業規模別】 

 

 

※回答数（ｎ数）には、改正貸金業法が施行される以前から貸金業以外の事業と兼業している貸金業者でさらに 

他の事業を改正貸金業法が施行された以降に始めた場合も含む。 

 

 

 

  

55.0%

5.0%

25.0%

15.0%

35.0%

55.6%

14.8%

25.9%

14.8%

22.2%

44.2%

29.1%

19.8%

14.0%

16.3%

10.0%

70.0%

60.0%

0.0%

20.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

貸金業と相乗効果があると考えたから

貸金業だけでは経営が厳しくなったから

貸金業以外の事業に魅力を感じたから

グループ内の事業再編など

やむを得ない事情があったから

その他

資本金5億円以上(n=20) 資本金1億円以上5億円未満(n=27)

資本金1億円未満(n=86) 個人貸金業者(n=10)



 

20 
 

 改正貸金業法が施行される以前から貸金業以外の事業と兼業している貸金業者では「事業間の相乗効

果があるから」が 44.7％と最も高く、次いで「主たる事業を補完するために、貸金業が必要だったから」が

28.0％と続いている。 

 また、貸金業者の事業規模別にみると、法人貸金業者（資本金 5 億円以上、資本金 1 億円から 5 億円

未満、資本金 1 億円未満）では、「事業間の相乗効果があるから」がそれぞれ 49.5％、43.9％、45.2％と

最も高くなっている一方で、個人貸金業者では、「貸金業以外の事業に魅力を感じたから」が 30.8％と最

も高い結果となった。 

＜図 6:  改正貸金業法が施行される以前から貸金業以外の事業と兼業している理由（複数回答）＞ 

 

【改正貸金業法が施行される以前から貸金業以外の事業と兼業している理由 n=443】 

 
【改正貸金業法が施行される以前から貸金業以外の事業と兼業している理由＿事業規模別】 

 

44.7%

28.0%

10.2%

8.6%

7.7%

6.5%

5.2%

17.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事業間の相乗効果があるから

主たる事業を補完するために、

貸金業が必要だったから

グループ内の事業再編などやむを得ない

事情があったから

貸金業以外の事業に魅力を感じたから

新規事業を始めるにあたり、

貸金業登録の必要があったから

貸金業だけでは経営が厳しくなったから

貸金業に将来性を感じたから

その他
全体（n=443）

49.5%

34.1%

11.0%

5.5%

9.9%

1.1%

4.4%

16.5%

43.9%

34.7%

9.2%

6.1%

10.2%

4.1%

4.1%

15.3%

45.2%

23.2%

10.8%

9.5%

6.2%

8.7%

5.4%

18.3%

7.7%

23.1%

0.0%

30.8%

0.0%

23.1%

15.4%

15.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事業間の相乗効果があるから

主たる事業を補完するために、貸金業が

必要だったから

グループ内の事業再編などやむを得ない

事情があったから

貸金業以外の事業に魅力を感じたから

新規事業を始めるにあたり、貸金業登録

の必要があったから

貸金業だけでは経営が厳しくなったから

貸金業に将来性を感じたから

その他

資本金5億円以上(n=91) 資本金1億円以上5億円未満(n=98)

資本金1億円未満(n=241) 個人貸金業者(n=13)
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 貸金業と兼業している事業との収益割合をみると、「貸金業」が占める収益の割合は、全体で 24.9％と

なった。 

 また、業態別に「貸金業」が占める収益の割合をみると、消費者向無担保貸金業者と消費者向有担保

貸金業者がそれぞれ 40.6％、45.2％となった。一方で、事業者向貸金業者、クレジットカード・信販会

社、リース・証券会社ではそれぞれ 28.4％、13.5％、11.9％となっている。 

＜図 7: 兼業の収益割合＞ 

 
【貸金業と兼業している事業の収益割合 n=478】 

 

 
 

※各社の貸金業と兼業事業の収益の割合の平均を算出 

 

 
【貸金業と兼業している事業の収益割合＿業態別】 
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 今後貸金業以外の事業を新たに行う予定の有無については、9.3％が「貸金業以外の事業を新たに行う

予定がある」と回答しており、事業規模が大きくなるほどその割合が高くなっている。 

 

＜図 8:  貸金業以外の事業を新たに行う予定の有無＞ 

 

【貸金業以外の事業を新たに行う予定の有無 n=804】 

 

 

 

【貸金業以外の事業を新たに行う予定の有無＿事業規模別】 

 
  

9.3% 90.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=804）

貸金業以外の事業を新たに行う予定がある（検討している）

貸金業以外の事業を新たに行う予定はない（検討もしていない）

15.0%
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7.4%

85.0%

90.1%

91.9%

92.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

資本金5億円以上(n=100)

資本金1億円以上5億円未満(n=111)

資本金1億円未満(n=457)

個人貸金業者(n=136)

貸金業以外の事業を新たに行う予定がある（検討している）

貸金業以外の事業を新たに行う予定はない（検討もしていない）
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 今後新たに貸金業以外の事業を行う予定がある（検討している）と回答した貸金業者の予定している業種

をみると、「不動産業」が 41.3％と最も高く、次いで「貸金業以外の金融・保険代理業」が 24.0％、「販売

信用業」が 12.0％となっている。 

 

＜図 9:  貸金業以外の事業を行う予定の業種＞ 

 

【貸金業以外の事業を行う予定の業種 n=75】 

 
 

 

  ※「貸金業以外の金融・保険代理業」とは、証券会社などの金融商品取引業者や保険代理業等を指す。 
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（２） 貸付の実態 

＜消費者向貸付＞ 

 消費者向無担保貸付を実施したことがある貸金業者のうち 8.1％が平成 29 年 3 月時点で消費者向無

担保貸付を止めたと回答しており、専業主婦（主夫）向貸付を実施していたことがある貸金業者では

67.4％が、同様に貸付を止めたと回答している。 

 

＜図 10: 貸付の実施状況（消費者向貸付）＞ 

【貸金業者における、直近時点（平成 29 年 3 月）での消費者向貸付の実施状況】 

 

 

【兼業していない貸金業者における、直近時点（平成 29 年 3 月）での消費者向貸付の実施状況】 
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＜事業者向貸付＞ 

 事業者向無担保貸付を実施したことがある貸金業者のうち 14.3％が平成 29 年 3 月時点で事業者向無

担保貸付を止めたと回答しており、事業者向有担保貸付を実施していたことがある貸金業者では

17.8％が同様に貸付を止めたと回答している。 

 

＜図 11: 貸付の実施状況（事業者向貸付）＞ 

【貸金業者における、直近時点（平成 29 年 3 月）での事業者向貸付の実施状況】 

 

 

 

【兼業していない貸金業者における、直近時点（平成 29 年 3 月）での事業者向貸付の実施状況】 
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 現在は行っていないが、今後行いたい貸付があると回答した 47 社（者）における今後行いたい貸付の

内訳をみると、「事業者向有担保貸付」が 46.8％と最も高く、次いで「事業者向無担保貸付」、「専業主

婦向貸付」、「消費者向有担保貸付」がそれぞれ 21.3％となっている。 

 

＜図 12:現在行っていないが、今後行いたい貸付（複数回答）＞ 

【現在は行っていないが、今後行いたい貸付】 
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 貸金業者の業態別に現在行っている貸付と今後行いたい貸付をみると、それぞれの業態の特色に応じた貸

付を行っている姿がうかがえる。 

＜図 13: 現在行っている貸付と今後行いたい貸付（業態別）＞ 

 

【消費者向無担保貸金業者 n=254】 

 

 

【消費者向有担保貸金業者 n=66】 
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【事業者向貸金業者 n=273】 

 

 

【クレジットカード・信販会社 n=184】 
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【リース・証券会社・他 n=51】 

 

 

【非営利特例対象法人等 n=14】 
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（３） 主な貸付先の状況 

＜消費者向貸付＞ 

 消費者向貸付（貸付先）における所得階層別の構成比について調査したところ、「300 万円未満」の低所

得者層の占める割合が 34.5％、「300 万円以上から 500 万円未満」の中所得者層が 35.0％、「500 万円

以上」の高所得者層が 27.5％となった。 

＜図 14: 消費者向貸付における属性別貸付件数構成比①＞ 

 

【年収別貸付先件数構成比 n=245】 

 
 

 

【年収別貸付先件数構成比＿業態別】 
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【年収別貸付先件数構成比＿事業規模別】 

 

 

 

 

【年収別貸付先件数構成比＿事業規模別（消費者向無担保貸金業者）】 
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 消費者向貸付（貸付先）における職業別の構成比をみると、「給与所得者（正社員）」が 54.5％と最も高

く、次いで「契約社員、派遣社員、嘱託社員、パート・アルバイト」が 18.8％、「自営業」が 8.6％となって

いる。 

 

＜図 15: 消費者向貸付における属性別貸付件数構成比②＞ 

 

【職業別貸付先件数構成比 n=256】 

 

 

 

【職業別貸付先件数構成比＿業態別】 
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【職業別貸付先件数構成比＿事業規模別】 

 

 
 

 

【職業別貸付先件数構成比＿事業規模別（消費者向無担保貸金業者）】 
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 消費者向貸付（貸付先）における年齢・男女別の構成比をみると、「40 歳以上から 49 歳以下」の占める

割合が、男性が 18.2％、女性が 8.9％と最も高く、業態別では、消費者向無担保貸金業者の場合、「49

歳以下」の占める割合は、男性が 49.7％、女性が 19.9％、クレジットカード・信販会社の場合では、それ

ぞれ男性が 32.5％、女性が 13.6％となっている。 

 また、29 歳以下の割合を貸金業者の業態別にみると、消費者向無担保貸金業者は男性 14.5％、女性

5.5％となり、クレジットカード・信販会社では、男性 3.5％、女性 1.1％となった。 

 
＜図 16: 消費者向貸付における属性別貸付件数構成比③＞ 

 

【男女別貸付先件数構成比（男女別集計不能件数除く） n=291】 

 
 

【年齢・男女別貸付先件数構成比（男女別集計不能件数除く） n=291】 

 
 

【年齢・男女別貸付先件数構成比（男女別集計不能件数除く）＿業態別】 
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＜事業者向貸付＞ 

 事業者向貸付（貸付先）における業種別の構成比をみると、「サービス業」の占める割合が 22.2％と最も

高く、次いで「卸・小売業」が 17.5％、「飲食店・宿泊業」が 13.5％となった。 

 また、貸金業者の事業規模別にみると、法人貸金業者（資本金 5 億円以上）においては「サービス業」が

最も高く 23.5％、法人貸金業者(資本金 1 億円から 5 億円未満)では「卸・小売業」が 22.0％、法人貸金

業者(資本金 1 億円未満）では「土木・建築業」が 21.1％とそれぞれ最も高くなった。一方、個人貸金業者

では、「飲食店・宿泊業（27.5％）」、「その他（39.9％）」が高くなっている。 

＜図 17:  事業者向貸付における属性別の貸付件数構成比①＞ 

 

【貸付先業種別の貸付件数構成比 n=392】 

 

 
※有効回答とした貸金業者における資本金別貸付件数の構成比を、個社ごとの貸付件数合計値を基に加重平均して算出。 

 

 
【貸付先業種別の貸付件数構成比＿事業規模別】 
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 事業者向貸付（貸付先）における年商別の構成比をみると、「1,000 万円以下」の占める割合が 42.2％と

最も高く、次いで「3,000 万円以下」が 24.6％、「5,000 万円以下」が 9.6％となった。 

 また、貸金業者の事業規模別にみると、個人貸金業者では 96.5％が「1,000 万円以下」と回答している。 

 
＜図 18:  事業者向貸付における属性別の貸付件数構成比②＞ 

 

【貸付先年商別の構成比 n=250】 

 

 
※有効回答とした貸金業者における資本金別貸付件数の構成比を、個社ごとの貸付件数合計値を基に加重平均して算出。 

 

 
 

【貸付先年商別の構成比＿事業規模別】 
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 事業者向貸付（貸付先）における資本金別の構成比をみると、「個人事業主」の占める割合が 58.4％と最

も高く、次いで「300 万円以下」が 21.3％、「1,000 万円以下」が 13.8％となっている。 

 
＜図 19:  事業者向貸付における属性別の貸付件数構成比③＞ 

 

【貸付先資本金別の構成比 n=275】 

 
 

※有効回答とした貸金業者における資本金別貸付件数の構成比を、個社ごとの貸付件数合計値を基に加重平均して算出。 

 
 

【貸付先資本金別の構成比＿事業規模別】 
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 事業者向貸付における事業規模別の資金使途別貸付残高の構成比については、資金使途が「事業の

一時的な運転資金（つなぎ資金）」、「事業の経常的な運転資金」、「設備投資資金」、「その他」でそれぞ

れ、「個人事業主」が 31.3％、8.9％、35.3％、24.4％、「小規模企業」が 23.2％、13.6％、52.1％、

11.1％、「中規模企業以上」が 1.2％、74.1％、18.0％、6.7％となっている。 

 

＜図 20: 事業者向貸付における資金使途別の貸付残高構成比＞ 

 
【資金使途別・事業規模別の貸付残高構成比】 

 
 

※有効回答とした貸金業者における貸付残高の合計値から構成比を算出。 
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（４） 現在実施しているマーケティング（広告媒体） 

 現在実施しているマーケティング（広告媒体）について調査したところ、「インターネット・スマートフォン広

告（自社のホームページによる広告を含む）」が 66.7％と最も高く、次いで「紹介」が 41.7％、「ＤＭ・折

込・電話帳広告」が 36.9％となった。  

 また、貸金業者の事業規模別にみると、法人貸金業者（資本金 5 億円以上、資本金 1 億円から 5 億円

未満、資本金 1 億円未満）では、「インターネット・スマートフォン広告（自社のホームページによる広告

を含む）」がそれぞれ 85.5％、80.5％、68.4％と最も高く、個人貸金業者では、「ＤＭ・折込・電話帳広

告」が 42.5％と最も高くなっている。 

 
＜図 21:現在実施しているマーケティング（広告媒体）＞ 

【現在実施しているマーケティングの内訳（複数回答）】 
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【現在実施しているマーケティングの内訳（複数回答）＿事業規模別】 
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（５） 現在実施している施策・サービスと今後注力したいと考えている施策・サービス 

【申込み受付で現在実施している施策・サービス】 

 申込み受付で現在実施している施策やサービスについて調査したところ、「店頭での申込み受付」が

83.2％と最も高く、次いで「電話での申込み受付」が 40.5％、「郵送での申込み受付」が 38.6％となっ

た。 

 また、「インターネット（パソコン）での申込み受付」及び「インターネット（携帯・スマートフォン）での申込

み受付」を実施していると回答した割合をみると、事業規模が小さいほどその割合が低い傾向となって

いる。 

 さらに、貸金業者の業態別に「インターネット（パソコン）での申込み受付」及び「インターネット（携帯・ス

マートフォン）での申込み受付」を実施していると回答した割合をみると、クレジットカード・信販会社の割

合が他の業態に比べて高い結果となった。 

 

 
＜図 22: 申込み受付で現在実施している施策やサービス＞ 

 

【申込み受付で現在実施している施策やサービスの内訳（複数回答）】 
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【申込み受付で現在実施している施策やサービスの内訳（複数回答）＿事業規模別】 
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【申込み受付で現在実施している施策やサービスの内訳（複数回答）＿業態別】 
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【申込み受付で今後注力したい施策やサービス】 

 申込み受付で今後注力したい施策やサービスの有無については、10.7％が今後注力したい施策や

サービスがあると回答しており、その内訳をみると、「インターネット（携帯・スマートフォン）での申込み受

付」が 72.2％と最も高く、次いで「インターネット（パソコン）での申込み受付」が 65.6％、「郵送での申込

み受付」が 11.1％となっている。 

 

＜図 23: 申込み受付で今後注力したい施策やサービス＞ 

 

【申込み受付で今後注力したい施策やサービスの有無】 

 

 

【申込み受付で今後注力したい施策やサービスの内訳（複数回答）】 
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【申込み受付で今後注力したい施策やサービスの内訳（複数回答）＿事業規模別】 
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【貸付・返済で現在実施している施策やサービス】 

 貸付・返済で現在実施している施策やサービスについて調査したところ、「銀行振込による貸付・返済」が

87.0％と最も高く、次いで「店頭・ATM での貸付・返済」が 56.6％、「銀行等の預金振替口座による返済」

が 39.2％となった。 

 また、貸金業者の事業規模別にみると、法人貸金業者（資本金 5 億円以上、資本金 1 億円から 5 億円

未満、資本金 1 億円未満）では「銀行振込による貸付・返済」が最も高く、それぞれ 95.4％、90.2％、

89.1％となっており、個人貸金業者では「店頭・ATM での貸付・返済」が 83.0％と最も高くなった。 

 
＜図 24: 貸付・返済で現在実施している施策やサービス＞ 

 

【貸付・返済で現在実施している施策やサービスの内訳（複数回答）】 

 

 

    【現在実施している返済方式（複数回答）】 
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郵送での返済

コンビニ収納代行による返済

手形小切手による当座決済

スマートフォン等の電子機器による

貸付・返済

全体(n=795)
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59.7%
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全体(n=777)
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【貸付・返済で現在実施している施策やサービスの内訳（複数回答）＿事業規模別】 
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スマートフォン等の電子機器による

貸付・返済

資本金5億円以上(n=108) 資本金1億円以上5億円未満(n=102)

資本金1億円未満(n=450) 個人貸金業者(n=135)
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【貸付・返済で現在実施している施策やサービスの内訳（複数回答）＿業態別】 
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消費者向無担保貸金業者(n=252) 消費者向有担保貸金業者(n=64)

事業者向貸金業者(n=237) クレジットカード・信販会社(n=183)

リース・証券会社・他(n=43) 非営利特例対象法人等(n=16)
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【貸付・返済で今後注力したい施策やサービス】 

 貸付・返済で今後注力したい施策やサービスの有無については、8.0％が今後注力したい施策やサー

ビスがあると回答しており、その内訳をみると、「スマートフォン等の電子機器による貸付・返済」が

64.2％と最も高く、次いで「銀行等の預金口座振替による返済」が 25.4％、「コンビニ収納代行による返

済」が 23.9％となっている。 

 
＜図 25: 貸付・返済で今後注力したい施策やサービス＞ 

 

【貸付・返済で今後注力したい施策やサービスの有無】 
 

 

 
【貸付・返済で今後注力したい施策やサービスの内訳（複数回答）】 
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今後注力したい貸付・返済の施策・サービスはない
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【貸付・返済で今後注力したい施策やサービスの内訳（複数回答）＿事業規模別】 
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【顧客との連絡方法・手段として現在実施している施策やサービス】 

 顧客との連絡方法・手段として現在実施している施策やサービスについて調査したところ、「店頭窓口」が

81.4％と最も高く、次いで「電話(オペレータによる応答)」が 75.6％、「電子メール」が 40.3％となった。 

 また、貸金業者の事業規模別にみると、法人貸金業者（資本金 5 億円以上、資本金 1 億円以上 5 億円

未満）では、「電話(オペレータによる応答)」が最も高く、それぞれ 79.4％、82.3％となっており、法人貸金

業者（資本金 1 億円未満）と個人貸金業者では、「店頭窓口」が最も高く、それぞれ 83.9％、97.1％となっ

た。 

 
＜図 26: 顧客との連絡方法・手段として現在実施している施策やサービス＞ 

【顧客との連絡方法・手段として現在実施している施策やサービスの内訳（複数回答）】 

 

 
【顧客との連絡方法・手段として現在実施している施策やサービスの内訳（複数回答）＿事業規模別】 
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資本金1億円未満(n=453) 個人貸金業者(n=138)
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【顧客との連絡方法・手段として現在実施している施策やサービスの内訳（複数回答）＿業態別】 
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【顧客との連絡方法・手段として今後注力したい施策やサービス】 

 顧客との連絡方法・手段として今後注力したい施策やサービスの有無については、8.3％が今後注力し

たい施策やサービスがあると回答しており、その内訳をみると、「ＳＮＳ（ＬＩＮＥ等）」が 47.1％と最も高く、

次いで「インターネット（会員専用ホームページ等）」が 40.0％、「電子メール」が 28.6％となっている。 

 
＜図 27: 顧客との連絡方法・手段として今後注力したい施策やサービス＞ 

【顧客との連絡方法・手段として今後注力したい施策やサービスの有無】 

 

 

 
【顧客との連絡方法・手段として今後注力したい施策やサービスの内訳（複数回答）】 
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【顧客との連絡方法・手段として今後注力したい施策やサービスの内訳（複数回答）＿事業規模別】 
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【その他の現在実施している施策やサービス】 

 その他の現在実施している施策やサービスについて調査したところ、「事業者向け貸付の媒体」が

44.6％と最も高く、次いで「消費者向け貸付の媒体（住宅ローンの媒介を含む）」が 43.8％、「他の事業

者との提携やアライアンスの推進」が 23.1％となった。 

 
＜図 28: その他の現在実施している施策やサービス＞ 

【その他の現在実施している施策やサービスの内訳（複数回答）】 

 
 

 

 
【その他の現在実施している施策やサービスの内訳（複数回答）＿事業規模別】 
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【その他の現在実施している施策やサービスの内訳（複数回答）＿業態別】 
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【その他の今後注力したい施策やサービス】 

 その他の今後注力したい施策やサービスの有無については、8.7％が今後注力したいその他の施策や

サービスがあると回答しており、その内訳をみると、「フィンテックを活用したビジネスモデルの変革」が

54.8％と最も高く、次いで「他の事業者との提携やアライアンスの推進」が 43.8％と続いている。 

 

＜図 29: その他の今後注力したい施策やサービス＞ 

 

【その他の今後注力したい施策やサービスの有無】 

 

 
【その他の今後注力したい施策やサービスの内訳（複数回答）】 
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３. 貸金業者の収益構造 

（１） 事業コスト構造（消費者向無担保貸金業者・事業者向貸金業者） 

 消費者向無担保貸金業者の経営状況を確認したところ、直近 3 期の期末時点における営業貸付金利息

が常に営業費用を下回っており、依然として収益的に厳しい状況が続いている。 

 消費者向無担保貸金業者における営業貸付残高に対する営業貸付金利息の比率をみると、平成 26 年

度 14.9％から平成 28 年度 14.6％と 0.3 ポイント低下となった。 

 また、その他販売管理費の占める割合では、消費者向無担保貸金業者は平成 26 年度 8.1％から平成

28 年度 8.1％と横ばいで推移しており、他の事業と兼業していない消費者向無担保貸金業者では平成

26 年度 9.9％から平成 28 年度 9.1％と 0.8 ポイント低下となっている。 

 

＜図 30: 各収支項目の営業貸付金残高比率の推移（消費者向無担保貸金業者）＞ 

【消費者向無担保貸金業者 n=115・消費者向無担保貸金業者（兼業していない貸金業者） n=67】 
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 事業者向貸金業者（法人資本金 1 億円未満・個人貸金業者）における営業貸付残高に対する営業貸付

金利息の比率をみると、平成 26 年度 13.8％から平成 28 年度 13.3％と 0.5 ポイント低下している。 

 また、その他販売管理費の占める割合では、平成 26 年度 7.8％から平成 28 年度 6.8％と 1.0 ポイント低

下している。 

 

＜図 31: 各収支項目の営業貸付金残高比率の推移（事業者向貸金業者）＞ 

【事業者向貸金業者（法人資本金 1 億円未満・個人貸金業者） n=85】 
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（２） 資金繰りの状況 

 貸金業者における主な資金調達先について調査したところ、「自己資本（内部資金・剰余金等含む）」が

38.4％と最も高く、次いで「グループ系列会社（グループ内金融機関は含む）」が 17.1％、「地方銀行」が

15.5％となった。 

 また、事業規模別に主な資金調達先をみると、法人貸金業者（資本金 5 億円以上）で、「都市銀行等」が

22.5％、法人貸金業者（資本金 1 億円から 5 億円未満）で、「グループ系列会社（グループ内金融機関

は含む」が 28.1％、法人貸金業者（資本金 1 億円未満）、個人貸金業者で、「自己資金（内部資金・剰余

金等含む）」が最も高く、それぞれ 34.3％、92.5％となっている。 

＜図 32: 貸金業者の主な資金調達先構成比＞ 

 

【貸金業者の主な資金調達先構成比】 
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【貸金業者の主な資金調達先構成比＿法人貸金業者】 

 

 

【貸金業者の主な資金調達先構成比＿個人貸金業者】 
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（３） 貸倒損失の状況 

 貸金業者における貸倒損失による影響について調査したところ、前年度と比べ「改善した」「やや改善し

た」と回答した割合が、それぞれ 5.3％、13.6％となった。 

 また、貸金業者の事業規模別に前年度と比べ「改善した」「やや改善した」と回答した割合の合計をみる

と、法人貸金業者（資本金 5 億円以上、資本金 1 億円から 5 億円未満、資本金 1 億円未満）、個人貸金

業者で、それぞれ 11.9％、22.9％、20.5％、15.8％となっている。 

 

＜図 33: 前年度と比較した貸倒損失の影響＞ 

【前年度と比較した貸倒損失の影響 n=697】 

 
 

 

【前年度と比較した貸倒損失の影響＿事業規模別】 
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 貸倒償却債権の対応状況についてみると、84.5％が「自社で管理を行っている」と回答している。 

 

＜図 34: 貸倒償却債権の対応状況＞ 

【貸倒償却債権の対応状況（複数回答） n=670】 
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（４） 利息返還の状況 

 平成 28 年度の利息返還金と元本毀損額の合計は、2,926 億円となっており、直近 3 カ年の推移をみる

と、ほぼ横ばいで推移しており、依然として収束が見えない状況が続いている。 

 また、最高裁判所判決後 11 カ年の利息返還金と元本毀損額の合計は約 6.6 兆円となり、平成 28 年度

の期末利息返還引当金残高約 0.6 兆円を加えると、利息返還請求関連費用は約 7.2 兆円となっている。 

 

＜図 35: 利息返還金、利息返還請求に伴う元本毀損額及び引当金の推移＞ 

【利息返還金、利息返還請求に伴う元本毀損額及び引当金の推移】 
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 利息返還請求時の債務者区分をみると、「完済・残高なしの先」が 58.1％と最も高く、次いで「正常返済

先」が 22.8％、「延滞先」が 19.1％となった。 

 

＜図 36: 利息返還請求時の債務者区分＞ 
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 利息返還請求の平成 29 年度の見通しについては、「利息返還金額」、「利息返還請求に伴う元本毀損

額」、「期末利息返還引当金残高」で「減少する」と回答した割合は、全体でそれぞれ 35.2％、29.1％、

32.3％となった。 

 利息返還請求による影響の変化では、前年度と比べ「改善した」、「やや改善した」と回答した割合が全体

でそれぞれ、6.9％、20.4％となっている。 

 

＜図 37: 利息返還請求による影響＞ 

【利息返還請求の平成 29 年度見通し】 

 

【前年度と比較した利息返還請求による影響の変化】 
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  【前年度と比較した利息返還請求による影響の変化＿所在地域別】 

 

 

【前年度と比較した利息返還請求による影響の変化＿所在地域別 

（消費者向無担保貸金業者、クレジットカード・信販会社）】 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

北海道・東北

(n=63)

関東（東京以外）

(n=46)

東京都

(n=142)

中部

(n=75)

近畿

(n=113)

中国・四国

(n=63)

九州・沖縄

(n=63)

改善した やや改善した 変わらない やや悪化した 悪化した わからない

( 15.9)

( 15.2)

(13.4)

(17.3)

(27.4)

( 17.5)

( 23.8)

（DI）

※ 「ＤＩ（分布指標）」は、「改善した・やや改善した」と答えた割合から「悪化した・やや悪化した」と答えた割合を差し引いて

出したもので、指標がプラスなら「改善している」、マイナスなら「悪化している」を表す。

10.0

13.3

7.3

10.4

3.8

8.3

4.4

26.0

26.7

29.1

20.8

37.2

22.9

26.7

46.0

43.3

54.5

45.8

48.7

50.0

48.9

8.0

10.0

5.5

16.7

2.6

8.3

6.7

10.0

3.3

1.8

4.2

3.8

8.3

2.2

0.0

3.3

1.8

2.1

3.8

2.1

11.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

北海道・東北

(n=50)

関東（東京以外）

(n=30)

東京都

(n=55)

中部

(n=48)

近畿

(n=78)

中国・四国

(n=48)

九州・沖縄

(n=45)

改善した やや改善した 変わらない やや悪化した 悪化した わからない

(18.0)

(26.7)

(29.1)

(10.4)

(34.6)

(14.6)

(22.2)

（DI）

※ 「ＤＩ（分布指標）」は、「改善した・やや改善した」と答えた割合から「悪化した・やや悪化した」と答えた割合を差し引いて

出したもので、指標がプラスなら「改善している」、マイナスなら「悪化している」を表す。
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４. 貸金業者の課題と取組み 

（１） 経営における重要課題 

 重要経営課題としての取組みについて調査したところ、「コンプライアンスの徹底」が 75.5％と最も高く、

次いで「改正貸金業法等関連法への的確な対応及び自主規制基本規則の遵守」が 71.1％、「個人顧客

情報の安全管理措置等」が 47.1％となった。 

 また、重要経営課題のうち最も重要な課題として取組みしているものについては、「改正貸金業法等関連

法への的確な対応及び自主規制基本規則の遵守」が 30.3％と最も高く、次いで「コンプライアンスの徹

底」が 25.3％、「営業力や収益力の強化」が 19.7％と続いている。 

＜図 38: 重要経営課題と最重要経営課題の内訳（「重要な課題として取組みしているもの」は複数回答）＞ 

【重要経営課題と最重要経営課題の内訳】 

 

 

※CSR 活動とは、企業が利益を追求するだけではなく、様々なステークホルダーのニーズをくみ取り適切な意思決定を行って 

経営を行っていくもので、安心安全な製品・商品の提供から、環境への取り組みや地域における課題への取り組みなど様々 

な活動が行われている。 

 

 

75.5%

71.1%

47.1%

46.5%

37.6%

33.7%

33.3%

32.0%

27.2%

17.9%

15.5%

11.8%

11.5%

9.7%

9.7%

1.9%

25.3%

30.3%

3.5%

19.7%

2.9%

3.5%

1.0%

2.8%

1.5%

1.7%

0.7%

2.3%

2.3%

0.7%

0.4%

1.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

コンプライアンスの徹底

改正貸金業法等関連法への的確な対応及び自主規制基本規

則の遵守

個人顧客情報の安全管理措置等

営業力や収益力の強化

事業コストの削減

人材の確保・育成

システムリスク管理態勢の整備

与信管理の強化

過剰貸付防止等の審査姿勢の見直し

販路の拡大

カウンセリング機能の充実

事業の多角化や新たな事業への参入

資金繰りの改善

積極的な社会貢献等のCSR活動※

広告宣伝の強化

その他

重要な課題として取組みしているもの

(n=837)

最も重要な課題として取組みしているもの

(n=689)
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 さらに、貸金業者の事業規模別にみると、法人貸金業者（資本金 5 億円以上、資本金 1 億円から 5 億

円未満、資本金 1 億円未満）では、重要経営課題として「コンプライアンスの徹底」がそれぞれ、

84.2％、86.6％、76.5％と最も高くなった。一方、個人貸金業者では、重要経営課題として「改正貸金業

法等関連法への的確な対応及び自主規制基本規則の遵守」が 68.5％と最も高くなっている。 

 
＜図 39: 重要経営課題の内訳＿事業規模別（「重要な課題として取組みしているもの」は複数回答）＞ 

【重要経営課題の内訳＿法人貸金業者（資本金 5 億円以上）】 

 
 

【重要経営課題の内訳＿法人貸金業者（資本金 1 億円以上 5 億円未満）】 

 

84.2%

70.8%

53.3%

66.7%

50.8%

55.8%

50.0%

40.0%

19.2%

35.8%

16.7%

29.2%

13.3%

26.7%

14.2%

1.7%

36.4%

16.4%

0.9%

28.2%

3.6%

5.5%

0.9%

0.0%

0.0%

2.7%

0.0%

0.9%

0.0%

1.8%

0.0%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

コンプライアンスの徹底

改正貸金業法等関連法への的確な対応及び自主規制基本規則の遵守

個人顧客情報の安全管理措置等

営業力や収益力の強化

事業コストの削減

人材の確保・育成

システムリスク管理態勢の整備

与信管理の強化

過剰貸付防止等の審査姿勢の見直し

販路の拡大

カウンセリング機能の充実

事業の多角化や新たな事業への参入

資金繰りの改善

積極的な社会貢献等のCSR活動※

広告宣伝の強化

その他

重要な課題として取組みしているもの

(n=120)

最も重要な課題として取組みしているもの

(n=110)

86.6%

73.9%

48.7%

60.5%

47.9%

45.4%

50.4%

37.8%

17.6%

28.6%

11.8%

11.8%

11.8%

10.1%

6.7%

4.2%

33.3%

23.5%

1.0%

24.5%

2.0%

3.9%

2.0%

3.9%

1.0%

1.0%

0.0%

0.0%

1.0%

0.0%

0.0%

2.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

コンプライアンスの徹底

改正貸金業法等関連法への的確な対応及び自主規制基本規則の遵守

個人顧客情報の安全管理措置等

営業力や収益力の強化

事業コストの削減

人材の確保・育成

システムリスク管理態勢の整備

与信管理の強化

過剰貸付防止等の審査姿勢の見直し

販路の拡大

カウンセリング機能の充実

事業の多角化や新たな事業への参入

資金繰りの改善

積極的な社会貢献等のCSR活動※

広告宣伝の強化

その他

重要な課題として取組みしているもの

(n=119)

最も重要な課題として取組みしているもの

(n=102)



 

70 
 

 

【重要経営課題の内訳＿法人貸金業者（資本金 1 億円未満）】 

+ 

 

【重要経営課題の内訳＿個人貸金業者】 

76.5%

71.2%

47.0%

43.8%

36.1%

32.1%

32.1%

30.8%

27.8%

13.5%

14.7%

8.8%
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31.6%

4.1%

19.0%
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3.3%

0.5%

0.8%

0.8%
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コンプライアンスの徹底

改正貸金業法等関連法への的確な対応及び自主規制基本規則の遵守

個人顧客情報の安全管理措置等

営業力や収益力の強化

事業コストの削減

人材の確保・育成

システムリスク管理態勢の整備

与信管理の強化

過剰貸付防止等の審査姿勢の見直し

販路の拡大

カウンセリング機能の充実

事業の多角化や新たな事業への参入

資金繰りの改善

積極的な社会貢献等のCSR活動※

広告宣伝の強化

その他

重要な課題として取組みしているもの

(n=468)

最も重要な課題として取組みしているもの

(n=389)
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40.0%

24.6%

21.5%
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6.9%

23.8%

41.5%

7.7%

20.8%

6.9%
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50.0%

6.8%
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1.1%
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0.0%
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4.5%
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3.4%
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2.3%
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0.0%

0.0%
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コンプライアンスの徹底

改正貸金業法等関連法への的確な対応及び自主規制基本規則の遵守

個人顧客情報の安全管理措置等

営業力や収益力の強化

事業コストの削減

人材の確保・育成

システムリスク管理態勢の整備

与信管理の強化

過剰貸付防止等の審査姿勢の見直し

販路の拡大

カウンセリング機能の充実

事業の多角化や新たな事業への参入

資金繰りの改善

積極的な社会貢献等のCSR活動※

広告宣伝の強化

その他

重要な課題として取組みしているもの

(n=130)

最も重要な課題として取組みしているもの

(n=88)
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（２） 円滑な資金供給を行うために必要な見直し 

 円滑に資金供給するための効果的と思われる業務上の見直しについて調査したところ、消費者向貸付を

取り扱っている貸金業者では、「途上与信審査における信用情報照会基準の見直し」が 79.7％と最も高

く、次いで「保証契約締結に係る事前概要記載書面の削減」が 78.0％となった。 

 また、事業者向貸付を取り扱っている貸金業者では、「保証契約締結時に係る保証契約内容書面と貸付

契約内容書面の交付基準の簡素化」が 84.7％と最も高く、次いで「貸付契約に係る事前書面と契約書面

の記載事項の見直し及び交付基準の簡素化」が 84.6％となっている。 

 

＜図 40: 円滑な資金供給のための効果的と思われる業務上の見直し点＞ 

【円滑な資金供給のための効果的と思われる業務上の見直し点＿消費者向貸金業者】 

 
 

【円滑な資金供給のための効果的と思われる業務上の見直し点＿事業者向貸金業者】 

 

 

 

79.7%

75.1%

78.0%
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73.4%

20.3%

24.9%

22.0%

23.1%

27.0%

26.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

途上与信審査における信用情報照会基準の見直し

(n=291)

個人貸付契約に係る事前書面と契約時書面の記載事項

の見直し及び交付基準の簡素化(n=345)

保証契約締結に係る事前概要記載書面の削減(n=200)

保証契約締結時に係る保証契約内容書面と貸付契約内

容書面の交付基準の簡素化(n=199)

契約締結後における重要事項変更時の書面交付の記載

事項の見直し及び交付基準の簡素化(n=307)

専業主婦（主夫）向け貸付における配偶者同意手続きの

簡素化(n=199)

効果がある 効果がない

83.1%

84.6%

84.4%

84.7%

81.5%

76.3%

16.9%

15.4%

15.6%

15.3%

18.5%

23.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事業者貸付契約に係る事前書面の記載事項の簡素

化(n=255)

貸付契約に係る事前書面と契約時書面の記載事項の

見直し及び交付基準の簡素化(n=247)

保証契約締結に係る事前概要記載書面の削減（詳細

書面との一本化）(n=192)

保証契約締結時に係る保証契約内容書面と貸付契約

内容書面の交付基準の簡素化(n=188)

100万円以下の事業者貸付契約に係る資力を明らか

にする事項を記載した書面等の取得義務の簡素化

(n=178)

商業手形割引に係る事前書面と契約時書面の記載事

項の見直し及び交付基準の簡素化(n=135)

効果がある 効果がない
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（３） 相談内容の傾向と変化 

 直近 1 年間の利用者からの相談の有無について確認したところ、「借入れについて」、「返済について」

では、相談があると回答した割合が、それぞれ 80.3％、78.3％と高い結果となっている。 

 
＜図 41: 利用者からの相談内容の増減＞ 

【利用者からの相談の有無】 

 

【利用者からの相談内容の増減】 
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78.3%

17.2%

7.9%

6.5%

8.1%

43.2%

12.9%

19.7%

21.7%

82.8%

92.1%

93.5%

91.9%

56.8%

87.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

借入れについて(n=741)

返済について(n=732)

ヤミ金融等非正規事業者(n=681)

クレジットカードショッピング枠の現金化業者(n=668)

偽装質屋(n=665)

似非（えせ）ファクタリング業者(n=665)

生活設計や事業の資金繰りについて(n=680)

その他(n=271)

相談がある 相談がない

14.5%

12.5%

31.6%

24.5%

23.2%

42.6%

14.3%

28.6%

24.7%

14.0%

20.5%

13.2%

16.3%

9.3%
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2.8%

60.8%

73.5%

47.9%

62.3%

60.5%

48.1%

76.5%

68.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

借入れについて(n=595)

返済について(n=573)

ヤミ金融等非正規事業者(n=117)

クレジットカードショッピング枠の現金化業者(n=53)

偽装質屋(n=43)

似非（えせ）ファクタリング業者(n=54)

生活設計や事業の資金繰りについて(n=294)

その他(n=35)

増加している 減少している 変わらない



 

73 
 

（４） カウンセリングの実施状況 

 「既存顧客から返済に関する問合せや、相談を受けた場合」については、94.2％が「借入金返済の負担

軽減に繋がる返済条件の変更に関する提案」を実施している。 

 また、「延滞中や、支払不能となった既存顧客から債務整理等の相談を受けた場合」については、92.7％

が「借入金返済済の負担軽減に繋がる返済条件の変更に関する提案」を実施している。 

 

＜図 42: カウンセリング実施状況①＿主に消費者向貸付を取り扱っている貸金業者＞ 

【既存顧客から返済に関する問合せや、相談を受けた場合】 

 
 

【延滞中や、支払不能となった既存顧客から、債務整理等の相談を受けた場合】 
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借入金返済の負担軽減に繋がる返済条件の変更

に関する提案(n=431)

借入金返済の負担軽減に繋がる借換え商品等の

提案(n=288)

家計診断等の生活再建のためのアドバイスや、家

計収支の改善に関するアドバイス(n=324)

日本貸金業協会の生活再建支援カウンセリングへ

の誘導(n=326)

債務解決及びセーフティネット貸付等に関する相談

先の案内(n=298)

行っている 行っていない

92.7%

79.7%

70.3%

70.7%

72.7%

7.3%

20.3%

29.7%

29.3%

27.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

借入金返済の負担軽減に繋がる返済条件の変

更に関する提案(n=411)

家計診断等の生活再建のためのアドバイスや、

家計収支の改善に関するアドバイス(=325)

債務解決及びセーフティネット貸付等に関する相

談先の案内(n=316)

日本貸金業協会の生活再建支援カウンセリング

への誘導(n=345)

借入金返済の負担軽減に繋がる借換え商品等の

提案(n=256)

行っている 行っていない
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 「既存顧客から返済に関する問合せや、相談を受けた場合」については、85.7％が「借入金返済の負担

軽減に繋がる返済条件の変更に関する提案」を実施している。 

 また、「延滞中や、支払不能となった既存顧客から債務整理等の相談を受けた場合」については、83.9％

が「借入金返済済の負担軽減に繋がる返済条件の変更に関する提案」を実施している。 

 

＜図 43: カウンセリング実施状況②＿主に事業者向貸付を取り扱っている貸金業者＞ 
【既存顧客から返済に関する問合せや、相談を受けた場合】 

 

 
 

 
【延滞中や、支払不能となった既存顧客から、債務整理等の相談を受けた場合】 
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５. 貸金業者の今後の見通し 

（１） 貸金業者における事業環境の変化 

 貸金業者における事業環境の変化について調査したところ、前年度からの事業環境の変化では、「変

わらない」が 65.5％と最も高く、次いで「悪化した」が 20.2％、「改善した」が 8.4％となっており、事業環

境の今後の見通しでは、「変わらないと思う」が 57.0％となった。 

 また、貸金業者の事業規模別に「改善した」と回答した割合をみると、法人貸金業者（資本金 5 億円以

上、資本金 1 億円から 5 億円未満、資本金 1 億円未満）では、それぞれ 8.7％、8.1％、10.3％となっ

た。一方、個人貸金業者では、1.7％となっている。 

 さらに、貸金業者の所在地域別に「悪化した」と回答した割合をみると、北海道・東北が 33.8％と最も高

く、次いで近畿が 29.2％となった。一方、東京都は 10.0％と最も低い。 

 
＜図 44: 事業環境の変化と見通し＞ 

【直近時点（平成 29 年 3 月）における前年度からの事業環境の変化 n=727】 

 

 
【事業環境の今後の見通し n=698】 

 

 

 

  （参考：昨年度調査、一昨年調査） 

【直近時点における前年度からの事業環境の変化】 
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【直近時点（平成 29 年 3 月）における前年度からの事業環境の変化＿事業規模別】 

 

 

【事業環境の今後の見通し＿事業規模別】 

 
 

（参考：昨年度調査） 

【平成 28 年 3 月時点における前年度からの事業環境の変化＿事業規模別】 
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  【直近時点（平成 29 年 3 月）における前年度からの事業環境の変化＿所在地域別】 

 

【事業環境の今後の見通し＿所在地域別】 
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（２） 貸金業の今後の見通しと事業継続上の課題や問題点 

 貸金業者における今後の貸金業の見通しをみると、「現状維持」と回答した割合が 64.1％と最も高く、次

いで「事業縮小」が 17.3％、「事業拡大」が 12.6％となった。 

 また、「事業拡大」と回答した割合を貸金業者の事業規模別にみると、法人貸金業者（資本金 5 億円以

上、資本金 1 億円から 5 億円未満、資本金 1 億円未満）、個人貸金業者でそれぞれ 26.1％、14.2％、

10.9％、5.8％と、事業規模が大きいほどその割合が高い傾向となった。一方、「事業縮小」と回答した割

合では、それぞれ 8.7％、12.6％、20.3％、18.2％となっている。 

＜図 45: 今後の貸金業の見通し（複数回答）＞ 

【今後の貸金業の見通し】 

 

 

【今後の貸金業の見通し＿事業規模別】 
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【今後の貸金業の見通し＿業態別】 
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【今後の貸金業の見通し＿他の事業との兼業有無別】 
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 さらに、「事業拡大」と回答した割合を貸金業者の所在地域別にみると、東京都が 23.9％と最も高くなっ

た。一方、「事業縮小」と回答した割合では、東京都以外の地域で高い結果となっている。 

 

【今後の貸金業の見通し＿所在地域別】 
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 貸金業の今後の見通しで、「現状維持」、「事業拡大」と回答した貸金業者の今後の事業方針や、考えて

いる事業のあり方などについてみると、「事業コスト構造の改善や、経営資源の効率的な活用」が 67.5％

と最も高く、次いで「クレジット等の周辺事業を強化することで、貸金業の底上げを図る」が 18.9％、「広告

戦略の強化による集客率の向上」が 18.4％と続いている。 

 また、貸金業者の事業規模別にみると、法人貸金業者（資本金 5 億円以上、資本金 1 億円から 5 億円

未満、資本金 1 億円未満）では、「事業コスト構造の改善や、経営資源の効率的な活用」がそれぞれ

78.3％、62.2％、63.5％と最も高くなっている一方で、「他業種との業務提携によるサービスの拡充」や「事

業環境の変化に対応した人材育成」と言った回答も一定割合を占めている。 

 さらに、個人貸金業者では、「事業コスト構造の改善や、経営資源の効率的な活用」が 75.9％と最も高く、

次いで「貸付商品（消費者向、事業者向、無担保、有担保等）の追加」が 26.5％、「広告戦略の強化によ

る集客力の向上」が 19.3％となった。 

 
＜図 46: 今後の事業方針や事業のあり方（複数回答）＞ 

【今後の事業方針や事業のあり方】 
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【今後の事業方針や事業のあり方＿事業規模別】 
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【今後の事業方針や事業のあり方＿業態別】 
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事業環境の変化に対応した人材育成

他の金融機関等との提携による販路拡大

フィンテックを活用した新しいビジネスモデル

への変革

インターネットでの仮想店舗による販路拡大

ＣＳＲ活動の強化による企業ブランドの向上

（企業の競争力向上）

Ｍ＆Ａによる事業規模の拡大

東南アジア等の海外への進出

その他

消費者向無担保貸金業者(n=157) 消費者向有担保貸金業者(n=52)

事業者向貸金業者(n=169) クレジットカード・信販会社(n=145)

リース・証券会社・他(n=32) 非営利特例対象法人等(n=8)
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【今後の事業方針や事業のあり方＿所在地域別】 

 

 

64.8%

35.2%

13.0%

20.4%

11.1%

5.6%

3.7%

1.9%

3.7%

3.7%

0.0%

0.0%

5.6%

65.0%

22.5%

12.5%

12.5%

12.5%

7.5%

7.5%

0.0%

0.0%

5.0%

2.5%

0.0%

5.0%

69.7%

12.4%

17.8%

16.8%

22.7%

16.2%

13.5%

15.1%

4.3%

4.9%

3.2%

3.2%

9.7%

60.9%

23.2%

20.3%

14.5%

8.7%

8.7%

2.9%

2.9%

4.3%

1.4%

1.4%

0.0%

2.9%

68.9

11.7

16.5

22.3

7.8

10.7

5.8

5.8

4.9

1.9

1.9

1.0

10.7

76.0

28.0

20.0

16.0

10.0

4.0

4.0

4.0

4.0

0.0

0.0

0.0

0.0

63.4

21.1

26.8

14.1

8.5

12.7

4.2

4.2

2.8

4.2

0.0

1.4

5.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事業コスト構造の改善や、経営資源の効率的

な活用

クレジット等の周辺事業を強化することで、貸

金業の底上げを図る

広告戦略の強化による集客力の向上

貸付商品（消費者向、事業者向、無担保、有担

保等）の追加

他業種との業務提携によるサービスの拡充

事業環境の変化に対応した人材育成

他の金融機関等との提携による販路拡大

フィンテックを活用した新しいビジネスモデルへ

の変革

インターネットでの仮想店舗による販路拡大

ＣＳＲ活動の強化による企業ブランドの向上（企

業の競争力向上）

Ｍ＆Ａによる事業規模の拡大

東南アジア等の海外への進出

その他

北海道・東北(n=54) 関東（東京以外）(n=40)

東京都(n=185) 中部(n=69)

近畿(n=103) 中国・四国(n=50)

九州・沖縄(n=71)
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 貸金業の今後の見通しで、「事業縮小」、「事業売却」、「転業」、「廃業」と回答した貸金業者の事業を継

続する上での課題をみると、「収益性、利幅の減少」が 47.1％と最も高く、次いで「法規制による管理業務

負担が多い」が 36.4％、「事業の見直し（貸金業以外の事業に注力等）」が 35.3％となった。 

 また、貸金業者の事業規模別にみると、法人貸金業者（資本金 5 億円以上）では「事業の見直し（貸金業

以外の事業に注力等）」が 45.5％、資本金 1 億円から 5 億円未満では「法規制による管理業務負担が多

い」が 42.9％、資本金 1 億円未満では、「収益性、利幅の減少」が 47.4％と最も高く、個人貸金業者で

も、「収益性、利幅の減少」が 61.5％と最も高くなっている。 

 さらに、貸金業者の業態別にみると、消費者向無担保貸金業者、消費者向有担保貸金業者、クレジット

カード・信販会社では「収益性、利幅の減少」が 62.3％、50.0％、40.6％とそれぞれ最も高く、事業者向貸

金業者、リース・証券会社・他では「事業の見直し（貸金業以外の事業に注力等）」が 44.9％、69.2％とそ

れぞれ最も高くなった。 

 
＜図 47: 事業継続上の課題や問題点（複数回答）＞ 

 

【事業継続上の課題や問題点】 

 

  

47.1%

36.4%

35.3%

26.7%

19.3%

11.8%

11.2%

7.5%

7.0%

7.0%

5.3%

12.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

収益性、利幅の減少

法規制による管理業務負担が多い

事業の見直し（貸金業以外の事業に注力等）

集客力の低下

後継者不在

不良債権の増加

資金不足

集客や顧客へのサービスが継続できない

少子化高齢化や過疎化などの商圏人口減少

等によるマーケットの縮小

人員不足や事業環境の変化に対応した人材不

足

利息返還請求の増加

その他

全体(n=187)
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【事業継続上の課題や問題点＿事業規模別】 

 

 

  

18.2%

0.0%

45.5%

0.0%

0.0%

9.1%

0.0%

9.1%

0.0%

9.1%

0.0%

45.5%

33.3%

42.9%

38.1%

4.8%

0.0%

0.0%

0.0%

9.5%

9.5%

4.8%

4.8%

28.6%

47.4%

33.6%

37.1%

30.2%

19.0%

10.3%

11.2%

4.3%

7.8%

7.8%

4.3%

9.5%

61.5%

51.3%

25.6%

35.9%

35.9%

23.1%

20.5%

15.4%

5.1%

5.1%

10.3%

5.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

収益性、利幅の減少

法規制による管理業務負担が多い

事業の見直し（貸金業以外の事業に注力等）

集客力の低下

後継者不在

不良債権の増加

資金不足

集客や顧客へのサービスが継続できない

少子化高齢化や過疎化などの商圏人口減少

等によるマーケットの縮小

人員不足や事業環境の変化に対応した人材

不足

利息返還請求の増加

その他

資本金5億円以上(n=11) 資本金1億円以上5億円未満(n=21)

資本金1億円未満(n=116) 個人貸金業者(n=39)
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【事業継続上の課題や問題点＿業態別】 

 

 

  

62.3%

45.9%

23.0%

34.4%

32.8%

19.7%

18.0%

8.2%

6.6%

8.2%

11.5%

4.9%

50.0%

33.3%

16.7%

33.3%

16.7%

8.3%

8.3%

0.0%

8.3%

8.3%

0.0%

16.7%

43.5%

36.2%

44.9%

27.5%

20.3%

8.7%

13.0%

10.1%

7.2%

7.2%

1.4%

10.1%

40.6%

25.0%

31.3%

18.8%

0.0%

6.3%

0.0%

3.1%

9.4%

0.0%

6.3%

28.1%

7.7

23.1

69.2

0.0

0.0

7.7

0.0

7.7

0.0

15.4

0.0

23.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

収益性、利幅の減少

法規制による管理業務負担が多い

事業の見直し（貸金業以外の事業に注力等）

集客力の低下

後継者不在

不良債権の増加

資金不足

集客や顧客へのサービスが継続できない

少子化高齢化や過疎化などの商圏人口減少

等によるマーケットの縮小

人員不足や事業環境の変化に対応した人材

不足

利息返還請求の増加

その他

消費者向無担保貸金業者(n=61) 消費者向有担保貸金業者(n=12)

事業者向貸金業者(n=69) クレジットカード・信販会社(n=32)

リース・証券会社・他(n=13)
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【事業継続上の課題や問題点＿所在地域別】 

 

 

以 上 

59.1%

31.8%

31.8%

22.7%

13.6%

13.6%

4.5%

0.0%

9.1%

9.1%

4.5%

22.7%

57.1%

38.1%

42.9%

28.6%

14.3%

14.3%

19.0%

9.5%

0.0%

4.8%

14.3%

14.3%

30.8%

35.9%

48.7%

15.4%

15.4%

7.7%

7.7%

10.3%

2.6%

5.1%

0.0%

12.8%

39.1%

34.8%

34.8%

21.7%

43.5%

13.0%

8.7%

4.3%

13.0%

13.0%

0.0%

8.7%

51.3

41.0

28.2

30.8

20.5

12.8

12.8

7.7

10.3

12.8

5.1

10.3

40.0

30.0

20.0

30.0

10.0

15.0

20.0

15.0

5.0

0.0

0.0

15.0

60.9

39.1

34.8

43.5

17.4

8.7

8.7

4.3

8.7

0.0

17.4

8.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

収益性、利幅の減少

法規制による管理業務負担が多い

事業の見直し（貸金業以外の事業に注力等）

集客力の低下

後継者不在

不良債権の増加

資金不足

集客や顧客へのサービスが継続できない

少子化高齢化や過疎化などの商圏人口減少

等によるマーケットの縮小

人員不足や事業環境の変化に対応した人材

不足

利息返還請求の増加

その他

北海道・東北(n=22) 関東（東京以外）(n=21)

東京都(n=39) 中部(n=23)

近畿(n=39) 中国・四国(n=20)

九州・沖縄(n=23)



 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【業態区分】 

［消費者向無担保貸金業者］ ・消費者向無担保貸金業者  

［消費者向有担保貸金業者］ ・消費者向有担保貸金業者 ・消費者向住宅向貸金業者 等 

［事業者向貸金業者］ ・事業者向貸金業者 ・手形割引業者 ・建設・不動産業者 等 

［クレジットカード・信販会社］ ・クレジットカード会社 ・信販会社 ・流通・メーカー系会社 等 

［リース・証券会社・他］ ・リース会社 ・証券会社 ・投資事業有限責任組合 等 

［非営利特例対象法人等］ ・非営利特例対象法人 ・一般社団法人 ・一般財団法人 等 

 

 

  

貸金業者における業態別の特色について 
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＜貸金業者全体＞ 

 貸金業者には様々な業態や事業形態が存在し、それぞれの特色に応じて一般の消費者（個人）や

事業者を中心に急を要する多様な資金需要の受け皿として用途や目的に合わせた資金を供給し

ており、日本の経済社会において大切な役割を果たしている。 

 

 

■行っている貸付先 

 

70.7%

63.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 (n=731)

消費者向貸付を行っている

事業者向貸付を行っている

62.8%

10.9%

6.6%

6.8%

8.3%

7.3%

36.9%

30.4%

13.0%

5.7%

6.6%

8.3%

7.5%

18.1%

7.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般の個人消費者

特定企業の従業員等

共済組合の組合員や各共済会の会員等

兼業している事業の顧客（個人消費者）

親会社や関係会社が行っている

事業の顧客（個人消費者）

その他

一般の事業者（法人）

一般の事業者（個人事業主）

特定業種の事業者

（不動産業者、個人病院、介護事業者等）

兼業している事業の顧客（事業者）

兼業している事業の取引先

親会社や関係会社が行っている

事業の顧客（事業者）

親会社や関係会社との取引がある

請負事業者や販売店等

グループ会社・系列会社

その他

事
業
者
向
貸
付

消
費
者
向
貸
付

（貸付先）

※グラフの値（％）は、貸金業者数の割合を示す。 
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■取扱している商品 

 

 
 

■行っているサービス 

 

 

30.2%

36.8%

10.5%

13.1%

8.8%

9.1%

4.4%

2.8%

24.7%

14.5%

20.6%

14.6%

14.6%

7.1%

12.6%

15.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

フリーローン（極度方式による貸付）

フリーローン（証書貸付）

目的ローン（教育ローン等）

フリーローン

目的ローン

住宅ローン

借り換えローン

その他

ビジネスローン

ビジネスローン（短期のつなぎ融資）

不動産担保ローン（事業の運転資金）

不動産担保ローン（設備投資資金）

不動産担保ローン（不動産取得）

動産・売掛金担保ローン

商業手形割引（電子記録債権割引を含む）

関係会社向貸付

消
費
者
向
貸
付

事
業
者
向
貸
付

無
担
保

有
担
保

住
宅
向

無
担
保

有
担
保

そ
の
他

83.0%

1.1%

42.2%

44.4%

34.4%

24.4%

55.6%

87.0%

22.9%

38.7%

9.3%

2.9%

15.8%

6.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

店頭での申込受付

自動契約機での申込受付

郵送での申込受付

電話での申込受付

パソコンでの申込受付

携帯・スマートフォンでの申込受付

店頭・ＡＴＭでの貸付・返済

銀行振込による貸付・返済

提携先のＡＴＭ等による貸付・返済

銀行等の預金口座振替による返済

コンビニ収納代行による返済

スマートフォン等の電子機器による貸付・返済

郵送での返済

手形小切手による当座決済

申
込
受
付

貸
付
・
返
済

※グラフの値（％）は、貸金業者数の割合を示す。 

※グラフの値（％）は、貸金業者数の割合を示す。 
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＜消費者向無担保貸金業者＞ 

 店舗を中心に無人契約機、インターネットなどの様々なチャネルによって、身近な金融機関

として、一般消費者（個人）や一般事業者（個人事業主）などにおける急を要する様々な小口

の資金需要に対して資金を提供することで、消費者の日常生活を支える大切な役割を果たし

ている。 

 

■行っている貸付先 

  

98.2%

39.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

消費者向無担保貸金業者 (n=222)

消費者向貸付を行っている

事業者向貸付を行っている

96.4%

10.4%

8.1%

6.3%

6.3%

8.1%

24.3%

32.0%

7.7%

5.4%

5.4%

5.9%

5.9%

6.3%

4.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般の個人消費者

特定企業の従業員等

共済組合の組合員や各共済会の会員等

兼業している事業の顧客（個人消費者）

親会社や関係会社が行っている

事業の顧客（個人消費者）

その他

一般の事業者（法人）

一般の事業者（個人事業主）

特定業種の事業者

（不動産業者、個人病院、介護事業者等）

兼業している事業の顧客（事業者）

兼業している事業の取引先

親会社や関係会社が行っている

事業の顧客（事業者）

親会社や関係会社との取引がある

請負事業者や販売店等

グループ会社・系列会社

その他

事
業
者
向
貸
付

消
費
者
向
貸
付

（貸付先）

※グラフの値（％）は、貸金業者数の割合を示す。 
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■取扱している商品 

 

 
 

■行っているサービス 

 

 

24.6%

75.9%

8.6%

25.0%

12.1%

6.9%

3.4%

0.4%

25.0%

11.6%

18.1%

12.5%

8.6%

1.7%

6.5%

3.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

フリーローン（極度方式による貸付）

フリーローン（証書貸付）

目的ローン（教育ローン等）

フリーローン

目的ローン

住宅ローン

借り換えローン

その他

ビジネスローン

ビジネスローン（短期のつなぎ融資）

不動産担保ローン（事業の運転資金）

不動産担保ローン（設備投資資金）

不動産担保ローン（不動産取得）

動産・売掛金担保ローン

商業手形割引（電子記録債権割引を含む）

関係会社向貸付

消
費
者
向
貸
付

事
業
者
向
貸
付

無
担
保

有
担
保

住
宅
向

無
担
保

有
担
保

そ
の
他

92.0%

2.4%

18.9%

63.9%

29.7%

26.5%

81.9%

83.9%

6.3%

15.4%

3.9%

3.1%

35.0%

2.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

店頭での申込受付

自動契約機での申込受付

郵送での申込受付

電話での申込受付

パソコンでの申込受付

携帯・スマートフォンでの申込受付

店頭・ＡＴＭでの貸付・返済

銀行振込による貸付・返済

提携先のＡＴＭ等による貸付・返済

銀行等の預金口座振替による返済

コンビニ収納代行による返済

スマートフォン等の電子機器による貸付・返済

郵送での返済

手形小切手による当座決済

申
込
受
付

貸
付
・
返
済

※グラフの値（％）は、貸金業者数の割合を示す。 

※グラフの値（％）は、貸金業者数の割合を示す。 
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＜消費者向有担保貸金業者＞ 

 住宅金融支援機構「フラット 35」の取次ぎを始めとし、「不動産担保ローン」や「借り換えロ

ーン」など、人々の生活基盤となる住宅購入等に必要な資金を供給している。 

 また、事業者に対して不動産を担保にした低利での貸付等も行っており、事業者における事

業の運転資金等の資金繰りを支え、安定的な事業運営に貢献する役割を果たしている。 

 

■行っている貸付先 

  

98.3%

49.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

消費者向有担保貸金業者 (n=59)

消費者向貸付を行っている

事業者向貸付を行っている

84.7%

13.6%

11.9%

10.2%

22.0%

11.9%

35.6%

35.6%

13.6%

8.5%

8.5%

8.5%

13.6%

15.3%

8.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般の個人消費者

特定企業の従業員等

共済組合の組合員や各共済会の会員等

兼業している事業の顧客（個人消費者）

親会社や関係会社が行っている

事業の顧客（個人消費者）

その他

一般の事業者（法人）

一般の事業者（個人事業主）

特定業種の事業者

（不動産業者、個人病院、介護事業者等）

兼業している事業の顧客（事業者）

兼業している事業の取引先

親会社や関係会社が行っている

事業の顧客（事業者）

親会社や関係会社との取引がある

請負事業者や販売店等

グループ会社・系列会社

その他

事
業
者
向
貸
付

消
費
者
向
貸
付

（貸付先）

※グラフの値（％）は、貸金業者数の割合を示す。 
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■取扱している商品 

 

 
 

■行っているサービス 

 

 

3.3%

37.7%

9.8%

45.9%

24.6%

37.7%

29.5%

16.4%

19.7%

13.1%

41.0%

34.4%

29.5%

4.9%

4.9%

6.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

フリーローン（極度方式による貸付）

フリーローン（証書貸付）

目的ローン（教育ローン等）

フリーローン

目的ローン

住宅ローン

借り換えローン

その他

ビジネスローン

ビジネスローン（短期のつなぎ融資）

不動産担保ローン（事業の運転資金）

不動産担保ローン（設備投資資金）

不動産担保ローン（不動産取得）

動産・売掛金担保ローン

商業手形割引（電子記録債権割引を含む）

関係会社向貸付

消
費
者
向
貸
付

事
業
者
向
貸
付

無
担
保

有
担
保

住
宅
向

無
担
保

有
担
保

そ
の
他

91.9%

0.0%

37.1%

38.7%

30.6%

21.0%

56.3%

87.5%

1.6%

37.5%

1.6%

0.0%

15.6%

3.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

店頭での申込受付

自動契約機での申込受付

郵送での申込受付

電話での申込受付

パソコンでの申込受付

携帯・スマートフォンでの申込受付

店頭・ＡＴＭでの貸付・返済

銀行振込による貸付・返済

提携先のＡＴＭ等による貸付・返済

銀行等の預金口座振替による返済

コンビニ収納代行による返済

スマートフォン等の電子機器による貸付・返済

郵送での返済

手形小切手による当座決済

申
込
受
付

貸
付
・
返
済

※グラフの値（％）は、貸金業者数の割合を示す。 

※グラフの値（％）は、貸金業者数の割合を示す。 
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＜事業者向貸金業者＞ 

 一般事業者（法人・個人事業主）を中心に事業資金の調達先として、銀行などの金融機関で

は対応できない資金供給の担い手として多様な資金需要にあわせた貸付を行っており、中小

零細企業の多様で活力ある成長発展に重要な役割を果たしている。 

 

 

■行っている貸付先 

  

33.1%

100.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事業者向貸金業者 (n=151)

消費者向貸付を行っている

事業者向貸付を行っている

29.8%

7.9%

6.0%

6.0%

6.0%

6.6%

69.5%

51.7%

23.2%

7.3%

9.3%

8.6%

8.6%

27.2%

11.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般の個人消費者

特定企業の従業員等

共済組合の組合員や各共済会の会員等

兼業している事業の顧客（個人消費者）

親会社や関係会社が行っている

事業の顧客（個人消費者）

その他

一般の事業者（法人）

一般の事業者（個人事業主）

特定業種の事業者

（不動産業者、個人病院、介護事業者等）

兼業している事業の顧客（事業者）

兼業している事業の取引先

親会社や関係会社が行っている

事業の顧客（事業者）

親会社や関係会社との取引がある

請負事業者や販売店等

グループ会社・系列会社

その他

事
業
者
向
貸
付

消
費
者
向
貸
付

（貸付先）

※グラフの値（％）は、貸金業者数の割合を示す。 
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■取扱している商品 

 

 
 

■行っているサービス 

 

 

3.1%

15.7%

3.8%

12.6%

8.2%

6.9%

3.1%

2.5%

33.3%

28.3%

40.9%

23.3%

27.0%

16.4%

38.4%

22.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

フリーローン（極度方式による貸付）

フリーローン（証書貸付）

目的ローン（教育ローン等）

フリーローン

目的ローン

住宅ローン

借り換えローン

その他

ビジネスローン

ビジネスローン（短期のつなぎ融資）

不動産担保ローン（事業の運転資金）

不動産担保ローン（設備投資資金）

不動産担保ローン（不動産取得）

動産・売掛金担保ローン

商業手形割引（電子記録債権割引を含む）

関係会社向貸付

消
費
者
向
貸
付

事
業
者
向
貸
付

無
担
保

有
担
保

住
宅
向

無
担
保

有
担
保

そ
の
他

88.2%

0.0%

25.5%

54.2%

31.4%

17.0%

50.3%

83.2%

1.3%

21.9%

0.0%

0.0%

7.7%

21.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

店頭での申込受付

自動契約機での申込受付

郵送での申込受付

電話での申込受付

パソコンでの申込受付

携帯・スマートフォンでの申込受付

店頭・ＡＴＭでの貸付・返済

銀行振込による貸付・返済

提携先のＡＴＭ等による貸付・返済

銀行等の預金口座振替による返済

コンビニ収納代行による返済

スマートフォン等の電子機器による貸付・返済

郵送での返済

手形小切手による当座決済

申
込
受
付

貸
付
・
返
済

※グラフの値（％）は、貸金業者数の割合を示す。 

※グラフの値（％）は、貸金業者数の割合を示す。 
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＜クレジットカード・信販会社＞ 

 主にクレジットカード会員に対して、キャッシング機能や目的ローン等を提供することで、

消費者の急を要する多様な小口の資金需要の受け皿として大切な役割を果たしている。 

 また、一般の事業者に対して、ビジネスローンなどの貸付を行っており、事業者の急を要す

る様々な資金繰りを支え、安定的な事業運営に貢献する役割も果たしている。 

 

■行っている貸付先 

  

99.0%

41.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

クレジットカード会社・信販会社

(n=102)

消費者向貸付を行っている

事業者向貸付を行っている

92.2%

8.8%

2.9%

8.8%

4.9%

4.9%

17.6%

26.5%

2.9%

2.0%

2.9%

2.0%

1.0%

3.9%

2.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般の個人消費者

特定企業の従業員等

共済組合の組合員や各共済会の会員等

兼業している事業の顧客（個人消費者）

親会社や関係会社が行っている

事業の顧客（個人消費者）

その他

一般の事業者（法人）

一般の事業者（個人事業主）

特定業種の事業者

（不動産業者、個人病院、介護事業者等）

兼業している事業の顧客（事業者）

兼業している事業の取引先

親会社や関係会社が行っている

事業の顧客（事業者）

親会社や関係会社との取引がある

請負事業者や販売店等

グループ会社・系列会社

その他

事
業
者
向
貸
付

消
費
者
向
貸
付

（貸付先）

※グラフの値（％）は、貸金業者数の割合を示す。 
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■取扱している商品 

 

 
 

■行っているサービス 

 

 

97.0%

21.1%

11.3%

2.3%

1.5%

1.5%

0.8%

1.5%

17.3%

3.8%

2.3%

1.5%

2.3%

2.3%

0.0%

3.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

フリーローン（極度方式による貸付）

フリーローン（証書貸付）

目的ローン（教育ローン等）

フリーローン

目的ローン

住宅ローン

借り換えローン

その他

ビジネスローン

ビジネスローン（短期のつなぎ融資）

不動産担保ローン（事業の運転資金）

不動産担保ローン（設備投資資金）

不動産担保ローン（不動産取得）

動産・売掛金担保ローン

商業手形割引（電子記録債権割引を含む）

関係会社向貸付

消
費
者
向
貸
付

事
業
者
向
貸
付

無
担
保

有
担
保

住
宅
向

無
担
保

有
担
保

そ
の
他

73.0%

0.7%

89.8%

24.1%

57.7%

40.1%

66.4%

91.6%

92.3%

88.8%

27.3%

7.7%

7.7%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

店頭での申込受付

自動契約機での申込受付

郵送での申込受付

電話での申込受付

パソコンでの申込受付

携帯・スマートフォンでの申込受付

店頭・ＡＴＭでの貸付・返済

銀行振込による貸付・返済

提携先のＡＴＭ等による貸付・返済

銀行等の預金口座振替による返済

コンビニ収納代行による返済

スマートフォン等の電子機器による貸付・返済

郵送での返済

手形小切手による当座決済

申
込
受
付

貸
付
・返
済

※グラフの値（％）は、貸金業者数の割合を示す。 

※グラフの値（％）は、貸金業者数の割合を示す。 
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＜リース・証券会社・他＞ 

 兼業している事業や、関係する企業が行っている事業を補完することを目的として、兼業してい

る事業の顧客や取引先、関係する企業等の取引先等に対して、低利での「目的ローン」や「事業

の運転資金」、「設備投資資金」などの貸付を行っている。 

 

 

■行っている貸付先 

  

40.4%

89.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

リース・証券会社・他 (n=47)

消費者向貸付を行っている

事業者向貸付を行っている

17.0%

19.1%

4.3%

4.3%

10.6%

6.4%

53.2%

10.6%

19.1%

6.4%

6.4%

14.9%

6.4%

29.8%

8.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般の個人消費者

特定企業の従業員等

共済組合の組合員や各共済会の会員等

兼業している事業の顧客（個人消費者）

親会社や関係会社が行っている

事業の顧客（個人消費者）

その他

一般の事業者（法人）

一般の事業者（個人事業主）

特定業種の事業者

（不動産業者、個人病院、介護事業者等）

兼業している事業の顧客（事業者）

兼業している事業の取引先

親会社や関係会社が行っている

事業の顧客（事業者）

親会社や関係会社との取引がある

請負事業者や販売店等

グループ会社・系列会社

その他

事
業
者
向
貸
付

消
費
者
向
貸
付

（貸付先）

※グラフの値（％）は、貸金業者数の割合を示す。 
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■取扱している商品 

 

 
 

■行っているサービス 

 

 

10.3%

20.5%

20.5%

5.1%

12.8%

15.4%

2.6%

0.0%

41.0%

10.3%

23.1%

30.8%

28.2%

12.8%

10.3%

38.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

フリーローン（極度方式による貸付）

フリーローン（証書貸付）

目的ローン（教育ローン等）

フリーローン

目的ローン

住宅ローン

借り換えローン

その他

ビジネスローン

ビジネスローン（短期のつなぎ融資）

不動産担保ローン（事業の運転資金）

不動産担保ローン（設備投資資金）

不動産担保ローン（不動産取得）

動産・売掛金担保ローン

商業手形割引（電子記録債権割引を含む）

関係会社向貸付

消
費
者
向
貸
付

事
業
者
向
貸
付

無
担
保

有
担
保

住
宅
向

無
担
保

有
担
保

そ
の
他

71.0%

0.0%

58.1%

35.5%

22.6%

12.9%

13.6%

90.9%

9.1%

56.8%

6.8%

2.3%

0.0%

2.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

店頭での申込受付

自動契約機での申込受付

郵送での申込受付

電話での申込受付

パソコンでの申込受付

携帯・スマートフォンでの申込受付

店頭・ＡＴＭでの貸付・返済

銀行振込による貸付・返済

提携先のＡＴＭ等による貸付・返済

銀行等の預金口座振替による返済

コンビニ収納代行による返済

スマートフォン等の電子機器による貸付・返済

郵送での返済

手形小切手による当座決済

申
込
受
付

貸
付
・
返
済

※グラフの値（％）は、貸金業者数の割合を示す。 

※グラフの値（％）は、貸金業者数の割合を示す。 
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＜非営利特例対象法人等＞ 

 社会的な目的や地域の特性にあわせた営利を目的としない公益性の高い貸付をとおして、組織

や地域経済の活性化に必要な事業などを推進するにあたり大切な役割を果たしている。 

 

 

 

■行っている貸付先 

  

43.8%

68.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

非営利特例対象法人等 (n=16)

消費者向貸付を行っている

事業者向貸付を行っている

25.0%

0.0%

6.3%

0.0%

0.0%

12.5%

37.5%

6.3%

6.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

25.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般の個人消費者

特定企業の従業員等

共済組合の組合員や各共済会の会員等

兼業している事業の顧客（個人消費者）

親会社や関係会社が行っている

事業の顧客（個人消費者）

その他

一般の事業者（法人）

一般の事業者（個人事業主）

特定業種の事業者

（不動産業者、個人病院、介護事業者等）

兼業している事業の顧客（事業者）

兼業している事業の取引先

親会社や関係会社が行っている

事業の顧客（事業者）

親会社や関係会社との取引がある

請負事業者や販売店等

グループ会社・系列会社

その他

事
業
者
向
貸
付

消
費
者
向
貸
付

（貸付先）

※グラフの値（％）は、貸金業者数の割合を示す。 
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■取扱している商品 

 

 
 

■行っているサービス 

 

 

0.0%

16.7%

25.0%

0.0%

16.7%

16.7%

16.7%

0.0%

33.3%

16.7%

8.3%

25.0%

8.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

フリーローン（極度方式による貸付）

フリーローン（証書貸付）

目的ローン（教育ローン等）

フリーローン

目的ローン

住宅ローン

借り換えローン

その他

ビジネスローン

ビジネスローン（短期のつなぎ融資）

不動産担保ローン（事業の運転資金）

不動産担保ローン（設備投資資金）

不動産担保ローン（不動産取得）

動産・売掛金担保ローン

商業手形割引（電子記録債権割引を含む）

関係会社向貸付

消
費
者
向
貸
付

事
業
者
向
貸
付

無
担
保

有
担
保

住
宅
向

無
担
保

有
担
保

そ
の
他

75.0%
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店頭での申込受付

自動契約機での申込受付

郵送での申込受付

電話での申込受付

パソコンでの申込受付

携帯・スマートフォンでの申込受付

店頭・ＡＴＭでの貸付・返済

銀行振込による貸付・返済

提携先のＡＴＭ等による貸付・返済

銀行等の預金口座振替による返済

コンビニ収納代行による返済

スマートフォン等の電子機器による貸付・返済

郵送での返済

手形小切手による当座決済
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※グラフの値（％）は、貸金業者数の割合を示す。 

※グラフの値（％）は、貸金業者数の割合を示す。 
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